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【国内関係資料】 

 

 

 

 

 

前 文 

 日本国民は、正当に選挙された国会における代表者

を通じて行動し、われらとわれらの子孫のために、諸

国民との協和による成果と、わが国全土にわたつて自

由のもたらす恵沢を確保し、政府の行為によつて再び

戦争の惨禍が起ることのないやうにすることを決意し、

ここに主権が国民に存することを宣言し、この憲法を

確定する。そもそも国政は、国民の厳粛な信託による

ものであつて、その権威は国民に由来し、その権力は

国民の代表者がこれを行使し、その福利は国民がこれ

を享受する。これは人類普遍の原理であり、この憲法

は、かかる原理に基くものである。われらは、これに

反する一切の憲法、法令及び詔勅を排除する。 

 日本国民は、恒久の平和を念願し、人間相互の関係

を支配する崇高な理想を深く自覚するのであつて、平

和を愛する諸国民の公正と信義に信頼して、われらの

安全と生存を保持しようと決意した。われらは、平和

を維持し、専制と隷従、圧迫と偏狭を地上から永遠に

除去しようと努めてゐる国際社会において、名誉ある

地位を占めたいと思ふ。われらは、全世界の国民が、

ひとしく恐怖と欠乏から免かれ、平和のうちに生存す

る権利を有することを確認する。 

 われらは、いづれの国家も、自国のことのみに専念

して他国を無視してはならないのであつて、政治道徳

の法則は、普遍的なものであり、この法則に従ふこと

は、自国の主権を維持し、他国と対等関係に立たうと

する各国の責務であると信ずる。 

 日本国民は、国家の名誉にかけ、全力をあげてこの

崇高な理想と目的を達成することを誓ふ。 

 

第３章 国民の権利及び義務 

 

第10条 日本国民たる要件は、法律でこれを定める。 

第11条 国民は、すべての基本的人権の享有を妨げら

れない。この憲法が国民に保障する基本的人権は、

侵すことのできない永久の権利として、現在及び将

来の国民に与へられる。 

第12条 この憲法が国民に保障する自由及び権利は、

国民の不断の努力によつて、これを保持しなければ

ならない。又、国民は、これを濫用してはならない

のであつて、常に公共の福祉のためにこれを利用す

る責任を負ふ。 

第13条 すべて国民は、個人として尊重される。生命、

自由及び幸福追求に対する国民の権利については、

公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上

で、最大の尊重を必要とする。 

第14条 すべて国民は、法の下に平等であつて、人種、

信条、性別、社会的身分又は門地により、政治的、

経済的又は社会的関係において、差別されない。  

２ 華族その他の貴族の制度は、これを認めない。 

３ 栄誉、勲章その他の栄典の授与は、いかなる特権

も伴はない。栄典の授与は、現にこれを有し、又は

将来これを受ける者の一代に限り、その効力を有す

る。 

第15条 公務員を選定し、及びこれを罷免することは、

国民固有の権利である。 

２ すべて公務員は、全体の奉仕者であつて、一部の

奉仕者ではない。  

３ 公務員の選挙については、成年者による普通選挙

を保障する。  

４ すべて選挙における投票の秘密は、これを侵して

はならない。選挙人は、その選択に関し公的にも私

的にも責任を問はれない。 

第16条 何人も、損害の救済、公務員の罷免、法律、

命令又は規則の制定、廃止又は改正その他の事項に

関し、平穏に請願する権利を有し、何人も、かかる

請願をしたためにいかなる差別待遇も受けない。  

第17条 何人も、公務員の不法行為により、損害を受

けたときは、法律の定めるところにより、国又は公

共団体に、その賠償を求めることができる。 

第18条 何人も、いかなる奴隷的拘束も受けない。又、

犯罪に因る処罰の場合を除いては、その意に反する

苦役に服させられない。 

第19条 思想及び良心の自由は、これを侵してはなら

ない。 

第20条 信教の自由は、何人に対してもこれを保障す

る。いかなる宗教団体も、国から特権を受け、又は

政治上の権力を行使してはならない。 

２ 何人も、宗教上の行為、祝典、儀式又は行事に参

加することを強制されない。 

３ 国及びその機関は、宗教教育その他いかなる宗教

的活動もしてはならない。 

第21条 集会、結社及び言論、出版その他一切の表現

の自由は、これを保障する。 

２ 検閲は、これをしてはならない。通信の秘密は、

これを侵してはならない。 

第22条 何人も、公共の福祉に反しない限り、居住、

移転及び職業選択の自由を有する。 

２ 何人も、外国に移住し、又は国籍を離脱する自由

を侵されない。 

第23条 学問の自由は、これを保障する。 

第24条 婚姻は、両性の合意のみに基いて成立し、夫

婦が同等の権利を有することを基本として、相互の

協力により、維持されなければならない。 

２ 配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、離婚

並びに婚姻及び家族に関するその他の事項に関して

は、法律は、個人の尊厳と両性の本質的平等に立脚

して、制定されなければならない。 

第25条 すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生

活を営む権利を有する。 

２ 国は、すべての生活部面について、社会福祉、社

会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければ

ならない。 

第26条 すべて国民は、法律の定めるところにより、

その能力に応じて、ひとしく教育を受ける権利を有

する。 

２ すべて国民は、法律の定めるところにより、その

保護する子女に普通教育を受けさせる義務を負ふ。

義務教育は、これを無償とする。 

第27条 すべて国民は、勤労の権利を有し、義務を負

ふ。 

２ 賃金、就業時間、休息その他の勤労条件に関する
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基準は、法律でこれを定める。 

３ 児童は、これを酷使してはならない。 

第28条 勤労者の団結する権利及び団体交渉その他の

団体行動をする権利は、これを保障する。  

第29条 財産権は、これを侵してはならない。 

２ 財産権の内容は、公共の福祉に適合するやうに、

法律でこれを定める。 

３ 私有財産は、正当な補償の下に、これを公共のた

めに用ひることができる。 

第30条 国民は、法律の定めるところにより、納税の

義務を負ふ。  

第31条 何人も、法律の定める手続によらなければ、

その生命若しくは自由を奪はれ、又はその他の刑罰

を科せられない。 

第32条 何人も、裁判所において裁判を受ける権利を

奪はれない。 

第33条 何人も、現行犯として逮捕される場合を除い

ては、権限を有する司法官憲が発し、且つ理由とな

つてゐる犯罪を明示する令状によらなければ、逮捕

されない。  

第34条 何人も、理由を直ちに告げられ、且つ、直ち

に弁護人に依頼する権利を与へられなければ、抑留

又は拘禁されない。又、何人も、正当な理由がなけ

れば、拘禁されず、要求があれば、その理由は、直

ちに本人及びその弁護人の出席する公開の法廷で示

されなければならない。  

第35条 何人も、その住居、書類及び所持品について、

侵入、捜索及び押収を受けることのない権利は、第

33条の場合を除いては、正当な理由に基いて発せら

れ、且つ捜索する場所及び押収する物を明示する令

状がなければ、侵されない。  

２ 捜索又は押収は、権限を有する司法官憲が発する

各別の令状により、これを行ふ。 

第36条 公務員による拷問及び残虐な刑罰は、絶対に

これを禁ずる。 

第37条 すべて刑事事件においては、被告人は、公平

な裁判所の迅速な公開裁判を受ける権利を有する。 

２ 刑事被告人は、すべての証人に対して審問する機

会を充分に与へられ、又、公費で自己のために強制

的手続により証人を求める権利を有する。 

３ 刑事被告人は、いかなる場合にも、資格を有する

弁護人を依頼することができる。被告人が自らこれ

を依頼することができないときは、国でこれを附す

る。 

第38条 何人も、自己に不利益な供述を強要されない。 

２ 強制、拷問若しくは脅迫による自白又は不当に長

く抑留若しくは拘禁された後の自白は、これを証拠

とすることができない。 

３ 何人も、自己に不利益な唯一の証拠が本人の自白

である場合には、有罪とされ、又は刑罰を科せられ

ない。 

第39条 何人も、実行の時に適法であつた行為又は既

に無罪とされた行為については、刑事上の責任を問

はれない。又、同一の犯罪について、重ねて刑事上

の責任を問はれない。 

第40条 何人も、抑留又は拘禁された後、無罪の裁判

を受けたときは、法律の定めるところにより、国に

その補償を求めることができる。 

 

第10章 最高法規 

 

第97条 この憲法が日本国民に保障する基本的人権は、

人類の多年にわたる自由獲得の努力の成果であつて、

これらの権利は、過去幾多の試錬に堪へ、現在及び

将来の国民に対し、侵すことのできない永久の権利

として信託されたものである。 

 

 

 

 

 

教育基本法（昭和22年法律第25号）の全部を改正す

る。 

 

 我々日本国民は、たゆまぬ努力によって築いてきた

民主的で文化的な国家を更に発展させるとともに、世

界の平和と人類の福祉の向上に貢献することを願うも

のである。 

 我々は、この理想を実現するため、個人の尊厳を重

んじ、真理と正義を希求し、公共の精神を尊び、豊か

な人間性と創造性を備えた人間の育成を期するととも

に、伝統を継承し、新しい文化の創造を目指す教育を

推進する。 

 ここに、我々は、日本国憲法の精神にのっとり、我

が国の未来を切り拓く教育の基本を確立し、その振興

を図るため、この法律を制定する。 

 

第１章 教育の目的及び理念 

 

（教育の目的） 

第１条 教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的

な国家及び社会の形成者として必要な資質を備えた

心身ともに健康な国民の育成を期して行われなけれ

ばならない。 

（教育の目標） 

第２条 教育は、その目的を実現するため、学問の自

由を尊重しつつ、次に掲げる目標を達成するよう行

われるものとする。 

１ 幅広い知識と教養を身に付け、真理を求める態度

を養い、豊かな情操と道徳心を培うとともに、健や

かな身体を養うこと。 

２ 個人の価値を尊重して、その能力を伸ばし、創造

性を培い、自主及び自律の精神を養うとともに、職

業及び生活との関連を重視し、勤労を重んずる態度

を養うこと。 

３ 正義と責任、男女の平等、自他の敬愛と協力を重

んずるとともに、公共の精神に基づき、主体的に社

会の形成に参画し、その発展に寄与する態度を養う

こと。 

４ 生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与

する態度を養うこと。 

５ 伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我

が国と郷土を愛するとともに、他国を尊重し、国際

社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。 

（生涯学習の理念） 

第３条 国民一人一人が、自己の人格を磨き、豊かな

人生を送ることができるよう、その生涯にわたって、

あらゆる機会に、あらゆる場所において学習するこ

教育基本法（抄）  

         平成18年12月22日法律第120号 



23 

とができ、その成果を適切に生かすことのできる社

会の実現が図られなければならない。 

（教育の機会均等） 

第４条 すべて国民は、ひとしく、その能力に応じた

教育を受ける機会を与えられなければならず、人種、

信条、性別、社会的身分、経済的地位又は門地に

よって、教育上差別されない。 

２ 国及び地方公共団体は、障害のある者が、その障

害の状態に応じ、十分な教育を受けられるよう、教

育上必要な支援を講じなければならない。 

３ 国及び地方公共団体は、能力があるにもかかわら

ず、経済的理由によって修学が困難な者に対して、

奨学の措置を講じなければならない。 

 

 

 

 

 

（目的） 

第１条 この法律は、人権の尊重の緊要性に関する認

識の高まり、社会的身分、門地、人種、信条又は性

別による不当な差別の発生等の人権侵害の現状その

他人権の擁護に関する内外の情勢にかんがみ、人権

教育及び人権啓発に関する施策の推進について、国、

地方公共団体及び国民の責務を明らかにするととも

に、必要な措置を定め、もって人権の擁護に資する

ことを目的とする。 

（定義） 

第２条 この法律において、人権教育とは、人権尊重

の精神の涵養を目的とする教育活動をいい、人権啓

発とは、国民の間に人権尊重の理念を普及させ、及

びそれに対する国民の理解を深めることを目的とす

る広報その他の啓発活動（人権教育を除く。）をい

う。 

（基本理念） 

第３条 国及び地方公共団体が行う人権教育及び人権

啓発は、学校、地域、家庭、職域その他の様々な場

を通じて、国民が、その発達段階に応じ、人権尊重

の理念に対する理解を深め、これを体得することが

できるよう、多様な機会の提供、効果的な手法の採

用、国民の自主性の尊重及び実施機関の中立性の確

保を旨として行われなければならない。 

（国の責務） 

第４条 国は、前条に定める人権教育及び人権啓発の

基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、

人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び

実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第５条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、国と

の連携を図りつつ、その地域の実情を踏まえ、人権

教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施

する責務を有する。 

（国民の責務） 

第６条 国民は、人権尊重の精神の涵養に努めるとと

もに、人権が尊重される社会の実現に寄与するよう

努めなければならない。 

（基本計画の策定） 

第７条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策の

総合的かつ計画的な推進を図るため、人権教育及び

人権啓発に関する基本的な計画を策定しなければな

らない。 

（年次報告） 

第８条 政府は、毎年、国会に、政府が講じた人権教

育及び人権啓発に関する施策についての報告を提出

しなければならない。 

（財政上の措置） 

第９条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策を

実施する地方公共団体に対し、当該施策に係る事業

の委託その他の方法により、財政上の措置を講ずる

ことができる。 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、

第８条の規定は、この法律の施行の日の属する年度

の翌年度以後に講じる人権教育及び人権啓発に関す

る施策について適用する。 

（見直し） 

第２条 この法律は、この法律の施行の日から３年以

内に、人権擁護施策推進法（平成８年法律第 120 号）

第３条第２項に基づく人権が侵害された場合におけ

る被害者の救済に関する施策の充実に関する基本的

事項についての人権擁護推進審議会の調査審議の結

果をも踏まえ、見直しを行うものとする。 

 

 

 

 

 

 われらは、日本国憲法の精神にしたがい、児童に対

する正しい観念を確立し、すべての児童の幸福をはか

るために、この憲章を定める。  

 

 児童は、人として尊ばれる。  

 児童は、社会の一員として重んぜられる。  

 児童は、よい環境のなかで育てられる。  

 

１ すべての児童は、心身ともに健やかにうまれ、育

てられ、その生活を保障される。 

２ すべての児童は、家庭で、正しい愛情と知識と技

術をもって育てられ、家庭に恵まれない児童には、

これにかわる環境が与えられる。 

３ すべての児童は、適当な栄養と住居と被服が与え

られ、また、疾病と災害からまもられる。 

４ すべての児童は、個性と能力に応じて教育され、

社会の一員としての責任を自主的に果たすように、

みちびかれる。 

５ すべての児童は、自然を愛し、科学と芸術を尊ぶ

ように、みちびかれ、また、道徳的心情がつちかわ

れる。 

６ すべての児童は、就学のみちを確保され、また、

十分に整った教育の施設を用意される。 

７ すべての児童は、職業指導を受ける機会が与えら

れる。 

８ すべての児童は、その労働において、心身の発育

が阻害されず、教育を受ける機会が失われず、また、

児童としての生活がさまたげられないように、十分

に保護される。 

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律 
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９ すべての児童は、よい遊び場と文化財を用意され、

わるい環境からまもられる。 

10 すべての児童は、虐待・酷使・放任その他不当な

取扱からまもられる。あやまちをおかした児童は、

適切に保護指導される。 

11 すべての児童は、身体が不自由な場合、または精

神の機能が不充分な場合に、適切な治療と教育と保

護が与えられる。 

12 すべての児童は、愛とまことによって結ばれ、よ

い国民として人類の平和と文化に貢献するように、

みちびかれる。 

 

 

 

 

 

 

 

第１章  総則  

 

（目的）  

第１条 この法律は、障害者基本法（昭和45年法律第

84号）の基本的な理念にのっとり、全ての障害者が、

障害者でない者と等しく、基本的人権を享有する個

人としてその尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわ

しい生活を保障される権利を有することを踏まえ、

障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本的

な事項、行政機関等及び事業者における障害を理由

とする差別を解消するための措置等を定めることに

より、障害を理由とする差別の解消を推進し、もっ

て全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられ

ることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら

共生する社会の実現に資することを目的とする。  

（国及び地方公共団体の責務） 

第３条 国及び地方公共団体は、この法律の趣旨に

のっとり、障害を理由とする差別の解消の推進に関

して必要な施策を策定し、及びこれを実施しなけれ

ばならない。 

（国民の責務） 

第４条 国民は、第１条に規定する社会を実現する上

で障害を理由とする差別の解消が重要であることに

鑑み、障害を理由とする差別の解消の推進に寄与す

るよう努めなければならない。 

 

第３章 行政機関等及び事業者における障害を理由と

する差別を解消するための措置 

 

（行政機関等における障害を理由とする差別の禁止） 

第７条 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当

たり、障害を理由として障害者でない者と不当な差

別的取扱いをすることにより、障害者の権利利益を

侵害してはならない。 

２ 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、

障害者から現に社会的障壁の除去を必要としている

旨の意思の表明があった場合において、その実施に

伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利益を

侵害することとならないよう、当該障害者の性別、

年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の

実施について必要かつ合理的な配慮をしなければな

らない。  

 

第４章 障害を理由とする差別を解消するための支援

措置 

 

（啓発活動） 

第15条 国及び地方公共団体は、障害を理由とする差

別の解消について国民の関心と理解を深めるととも

に、特に、障害を理由とする差別の解消を妨げてい

る諸要因の解消を図るため、必要な啓発活動を行う

ものとする。 

（情報の収集、整理及び提供） 

第16条 国は、障害を理由とする差別を解消するため

の取組に資するよう、国内外における障害を理

由とする差別及びその解消のための取組に関す

る情報の収集、整理及び提供を行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 我が国においては、近年、本邦の域外にある国又は

地域の出身であることを理由として、適法に居住する

その出身者又はその子孫を、我が国の地域社会から排

除することを煽動する不当な差別的言動が行われ、そ

の出身者又はその子孫が多大な苦痛を強いられるとと

もに、当該地域社会に深刻な亀裂を生じさせている。 

 もとより、このような不当な差別的言動はあっては

ならず、こうした事態をこのまま看過することは、国

際社会において我が国の占める地位に照らしても、ふ

さわしいものではない。 

 ここに、このような不当な差別的言動は許されない

ことを宣言するとともに、更なる人権教育と人権啓発

などを通じて、国民に周知を図り、その理解と協力を

得つつ、不当な差別的言動の解消に向けた取組を推進

すべく、この法律を制定する。 

 

第１章  総則  

 

（目的） 

第１条 この法律は、本邦外出身者に対する不当な差

別的言動の解消が喫緊の課題であることに鑑み、そ

の解消に向けた取組について、基本理念を定め、及

び国等の責務を明らかにするとともに、基本的施策

を定め、これを推進することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この法律において「本邦外出身者に対する不

当な差別的言動」とは、専ら本邦の域外にある国若

しくは地域の出身である者又はその子孫であって適

法に居住するもの（以下この条において「本邦外出

身者」という。）に対する差別的意識を助長し又は

誘発する目的で公然とその生命、身体、自由、名誉

若しくは財産に危害を加える旨を告知し又は本邦外

出身者を著しく侮蔑するなど、本邦の域外にある国

又は地域の出身であることを理由として、本邦外出

身者を地域社会から排除することを煽動する不当な

差別的言動をいう。 

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法 

律（抄） 

         平成25年６月26日法律第65号 

本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解

消に向けた取組の推進に関する法律  

平成28年６月３日法律第68号 
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（基本理念） 

第３条 国民は、本邦外出身者に対する不当な差別的

言動の解消の必要性に対する理解を深めるとともに、

本邦外出身者に対する不当な差別的言動のない社会

の実現に寄与するよう努めなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第４条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言

動の解消に向けた取組に関する施策を実施するとと

もに、地方公共団体が実施する本邦外出身者に対す

る不当な差別的言動の解消に向けた取組に関する施

策を推進するために必要な助言その他の措置を講ず

る責務を有する。 

２ 地方公共団体は、本邦外出身者に対する不当な差

別的言動の解消に向けた取組に関し、国との適切な

役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じた施策

を講ずるよう努めるものとする。 

 

第２章  基本的施策 

 

（相談体制の整備） 

第５条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言

動に関する相談に的確に応ずるとともに、これに関

する紛争の防止又は解決を図ることができるよう、

必要な体制を整備するものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえ

て、当該地域の実情に応じ、本邦外出身者に対する

不当な差別的言動に関する相談に的確に応ずるとと

もに、これに関する紛争の防止又は解決を図ること

ができるよう、必要な体制を整備するよう努めるも

のとする。 

（教育の充実等） 

第６条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言

動を解消するための教育活動を実施するとともに、

そのために必要な取組を行うものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえ

て、当該地域の実情に応じ、本邦外出身者に対する

不当な差別的言動を解消するための教育活動を実施

するとともに、そのために必要な取組を行うよう努

めるものとする。 

（啓発活動等） 

第７条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言

動の解消の必要性について、国民に周知し、その理

解を深めることを目的とする広報その他の啓発活動

を実施するとともに、そのために必要な取組を行う

ものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえ

て、当該地域の実情に応じ、本邦外出身者に対する

不当な差別的言動の解消の必要性について、住民に

周知し、その理解を深めることを目的とする広報そ

の他の啓発活動を実施するとともに、そのために必

要な取組を行うよう努めるものとする。 

 

附  則  

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

（不当な差別的言動に係る取組についての検討） 

２ 不当な差別的言動に係る取組については、この法

律の施行後における本邦外出身者に対する不当な差

別的言動の実態等を勘案し、必要に応じ、検討が加

えられるものとする。 

 

 

 

 

 

（目的）  

第１条 この法律は、現在もなお部落差別が存在する

とともに、情報化の進展に伴って部落差別に関する

状況の変化が生じていることを踏まえ、全ての国民

に基本的人権の享有を保障する日本国憲法の理念に

のっとり、部落差別は許されないものであるとの認

識の下にこれを解消することが重要な課題であるこ

とに鑑み、部落差別の解消に関し、基本理念を定め、

並びに国及び地方公共団体の責務を明らかにすると

ともに、相談体制の充実等について定めることによ

り、部落差別の解消を推進し、もって部落差別のな

い社会を実現することを目的とする。 

（基本理念）  

第２条 部落差別の解消に関する施策は、全ての国民

が等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人

として尊重されるものであるとの理念にのっとり、

部落差別を解消する必要性に対する国民一人一人の

理解を深めるよう努めることにより、部落差別のな

い社会を実現することを旨として、行われなければ

ならない。  

（国及び地方公共団体の責務）  

第３条 国は、前条の基本理念にのっとり、部落差別

の解消に関する施策を講ずるとともに、地方公共団

体が講ずる部落差別の解消に関する施策を推進する

ために必要な情報の提供、指導及び助言を行う責務

を有する。  

２ 地方公共団体は、前条の基本理念にのっとり、部

落差別の解消に関し、国との適切な役割分担を踏ま

えて、国及び他の地方公共団体との連携を図りつつ、

その地域の実情に応じた施策を講ずるよう努めるも

のとする。  

（相談体制の充実）  

第４条 国は、部落差別に関する相談に的確に応ずる

ための体制の充実を図るものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえ

て、その地域の実情に応じ、部落差別に関する相談

に的確に応ずるための体制の充実を図るよう努める

ものとする。  

（教育及び啓発）  

第５条 国は、部落差別を解消するため、必要な教育

及び啓発を行うものとする。  

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえ

て、その地域の実情に応じ、部落差別を解消するた

め、必要な教育及び啓発を行うよう努めるものとす

る。  

（部落差別の実態に係る調査）  

第６条 国は、部落差別の解消に関する施策の実施に

資するため、地方公共団体の協力を得て、部落差別

の実態に係る調査を行うものとする。  

 

 

 

 

部落差別の解消の推進に関する法律  

        平成28年12月16日法律第109号  
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第１章  総則 

 

（目的） 

第１条  この法律は、教育基本法（平成18年法律第

120 号）及び児童の権利に関する条約等の教育に関

する条約の趣旨にのっとり、教育機会の確保等に関

する施策に関し、基本理念を定め、並びに国及び地

方公共団体の責務を明らかにするとともに、基本指

針の策定その他の必要な事項を定めることにより、

教育機会の確保等に関する施策を総合的に推進する

ことを目的とする。 

（定義） 

第２条  この法律において、次の各号に掲げる用語の

意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

１  学校  学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条

に規定する小学校、中学校、義務教育学校、中等教

育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部若しく

は中学部をいう。 

２  児童生徒  学校教育法第18条に規定する学齢児童

又は学齢生徒をいう。 

３  不登校児童生徒  相当の期間学校を欠席する児童

生徒であって、学校における集団の生活に関する心

理的な負担その他の事由のために就学が困難である

状況として文部科学大臣が定める状況にあると認め

られるものをいう。 

４  教育機会の確保等  不登校児童生徒に対する教育

の機会の確保、夜間その他特別な時間において授業

を行う学校における就学の機会の提供その他の義務

教育の段階における普通教育に相当する教育の機会

の確保及び当該教育を十分に受けていない者に対す

る支援をいう。 

（基本理念） 

第３条  教育機会の確保等に関する施策は、次に掲げ

る事項を基本理念として行われなければならない。 

１  全ての児童生徒が豊かな学校生活を送り、安心し

て教育を受けられるよう、学校における環境の確保

が図られるようにすること。 

２  不登校児童生徒が行う多様な学習活動の実情を踏

まえ、個々の不登校児童生徒の状況に応じた必要な

支援が行われるようにすること。 

３  不登校児童生徒が安心して教育を十分に受けられ

るよう、学校における環境の整備が図られるように

すること。 

４  義務教育の段階における普通教育に相当する教育

を十分に受けていない者の意思を十分に尊重しつつ、

その年齢又は国籍その他の置かれている事情にかか

わりなく、その能力に応じた教育を受ける機会が確

保されるようにするとともに、その者が、その教育

を通じて、社会において自立的に生きる基礎を培い、

豊かな人生を送ることができるよう、その教育水準

の維持向上が図られるようにすること。 

５  国、地方公共団体、教育機会の確保等に関する活

動を行う民間の団体その他の関係者の相互の密接な

連携の下に行われるようにすること。 

（国の責務） 

第４条  国は、前条の基本理念にのっとり、教育機会

の確保等に関する施策を総合的に策定し、及び実施

する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第５条  地方公共団体は、第３条の基本理念にのっと

り、教育機会の確保等に関する施策について、国と

協力しつつ、当該地域の状況に応じた施策を策定し、

及び実施する責務を有する。 

（財政上の措置等） 

第６条  国及び地方公共団体は、教育機会の確保等に

関する施策を実施するため必要な財政上の措置その

他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

第２章  基本指針 

 

第７条  文部科学大臣は、教育機会の確保等に関する

施策を総合的に推進するための基本的な指針（以下

この条において「基本指針」という。）を定めるも

のとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるも

のとする。 

一  教育機会の確保等に関する基本的事項 

二  不登校児童生徒等に対する教育機会の確保等に

関する事項 

三  夜間その他特別な時間において授業を行う学校

における就学の機会の提供等に関する事項 

四  その他教育機会の確保等に関する施策を総合的

に推進するために必要な事項 

３  文部科学大臣は、基本指針を作成し、又はこれを

変更しようとするときは、あらかじめ、地方公共団

体及び教育機会の確保等に関する活動を行う民間の

団体その他の関係者の意見を反映させるために必要

な措置を講ずるものとする。 

４  文部科学大臣は、基本指針を定め、又はこれを変

更したときは、遅滞なく、これを公表しなければな

らない。 

 

第３章  不登校児童生徒等に対する教育機会の確保等 

 

（学校における取組への支援） 

第８条  国及び地方公共団体は、全ての児童生徒が豊

かな学校生活を送り、安心して教育を受けられるよ

う、児童生徒と学校の教職員との信頼関係及び児童

生徒相互の良好な関係の構築を図るための取組、児

童生徒の置かれている環境その他の事情及びその意

思を把握するための取組、学校生活上の困難を有す

る個々の児童生徒の状況に応じた支援その他の学校

における取組を支援するために必要な措置を講ずる

よう努めるものとする。 

（支援の状況等に係る情報の共有の促進等） 

第９条  国及び地方公共団体は、不登校児童生徒に対

する適切な支援が組織的かつ継続的に行われること

となるよう、不登校児童生徒の状況及び不登校児童

生徒に対する支援の状況に係る情報を学校の教職員、

心理、福祉等に関する専門的な知識を有する者その

他の関係者間で共有することを促進するために必要

な措置その他の措置を講ずるものとする。 

義務教育の段階における普通教育に相当する

教育の機会の確保等に関する法律 

  平成28年12月14日法律第105号 
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（特別の教育課程に基づく教育を行う学校の整備等） 

第10条  国及び地方公共団体は、不登校児童生徒に対

しその実態に配慮して特別に編成された教育課程に

基づく教育を行う学校の整備及び当該教育を行う学

校における教育の充実のために必要な措置を講ずる

よう努めるものとする。 

（学習支援を行う教育施設の整備等） 

第11条  国及び地方公共団体は、不登校児童生徒の学

習活動に対する支援を行う公立の教育施設の整備及

び当該支援を行う公立の教育施設における教育の充

実のために必要な措置を講ずるよう努めるものとす

る。 

（学校以外の場における学習活動の状況等の継続的な

把握） 

第12条  国及び地方公共団体は、不登校児童生徒が学

校以外の場において行う学習活動の状況、不登校児

童生徒の心身の状況その他の不登校児童生徒の状況

を継続的に把握するために必要な措置を講ずるもの

とする。 

（学校以外の場における学習活動等を行う不登校児童

生徒に対する支援） 

第13条  国及び地方公共団体は、不登校児童生徒が学

校以外の場において行う多様で適切な学習活動の重

要性に鑑み、個々の不登校児童生徒の休養の必要性

を踏まえ、当該不登校児童生徒の状況に応じた学習

活動が行われることとなるよう、当該不登校児童生

徒及びその保護者（学校教育法第16条に規定する保

護者をいう。）に対する必要な情報の提供、助言そ

の他の支援を行うために必要な措置を講ずるものと

する。 

 

第４章  夜間その他特別な時間において授業を行う学

校における就学の機会の提供等 

 

（就学の機会の提供等） 

第14条  地方公共団体は、学齢期を経過した者（その

者の満六歳に達した日の翌日以後における最初の学

年の初めから満15歳に達した日の属する学年の終わ

りまでの期間を経過した者をいう。次条第２項第３

号において同じ。）であって学校における就学の機

会が提供されなかったもののうちにその機会の提供

を希望する者が多く存在することを踏まえ、夜間そ

の他特別な時間において授業を行う学校における就

学の機会の提供その他の必要な措置を講ずるものと

する。 

（協議会） 

第15条  都道府県及び当該都道府県の区域内の市町村

は、前条に規定する就学の機会の提供その他の必要

な措置に係る事務についての当該都道府県及び当該

市町村の役割分担に関する事項の協議並びに当該事

務の実施に係る連絡調整を行うための協議会（以下

この条において「協議会」という。）を組織するこ

とができる。 

２ 協議会は、次に掲げる者をもって構成する。 

一  都道府県の知事及び教育委員会 

二  当該都道府県の区域内の市町村の長及び教育委

員会 

三  学齢期を経過した者であって学校における就学

の機会が提供されなかったもののうちその機会の

提供を希望する者に対する支援活動を行う民間の

団体その他の当該都道府県及び当該市町村が必要

と認める者 

３  協議会において協議が調った事項については、協

議会の構成員は、その協議の結果を尊重しなければ

ならない。 

４  前３項に定めるもののほか、協議会の運営に関し

必要な事項は、協議会が定める。 

 

第５章  教育機会の確保等に関するその他の施策 

 

（調査研究等） 

第16条  国は、義務教育の段階における普通教育に相

当する教育を十分に受けていない者の実態の把握に

努めるとともに、その者の学習活動に対する支援の

方法に関する調査研究並びにこれに関する情報の収

集、整理、分析及び提供を行うものとする。 

（国民の理解の増進） 

第17条  国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、

教育機会の確保等に関する国民の理解を深めるよう

必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（人材の確保等） 

第18条  国及び地方公共団体は、教育機会の確保等が

専門的知識に基づき適切に行われるよう、学校の教

職員その他の教育機会の確保等に携わる者の養成及

び研修の充実を通じたこれらの者の資質の向上、教

育機会の確保等に係る体制等の充実のための学校の

教職員の配置、心理、福祉等に関する専門的知識を

有する者であって教育相談に応じるものの確保その

他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（教材の提供その他の学習の支援） 

第19条  国及び地方公共団体は、義務教育の段階にお

ける普通教育に相当する教育を十分に受けていない

者のうち中学校を卒業した者と同等以上の学力を修

得することを希望する者に対して、教材の提供（通

信の方法によるものを含む。）その他の学習の支援

のために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（相談体制の整備） 

第20条  国及び地方公共団体は、義務教育の段階にお

ける普通教育に相当する教育を十分に受けていない

者及びこれらの者以外の者であって学校生活上の困

難を有する児童生徒であるもの並びにこれらの者の

家族からの教育及び福祉に関する相談をはじめとす

る各種の相談に総合的に応ずることができるように

するため、関係省庁相互間その他関係機関、学校及

び民間の団体の間の連携の強化その他必要な体制の

整備に努めるものとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して２月を経過し

た日から施行する。ただし、第４章の規定は、公布

の日から施行する。 

（検討） 

２  政府は、速やかに、教育機会の確保等のために必

要な経済的支援の在り方について検討を加え、その

結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

３  政府は、義務教育の段階における普通教育に相当

する教育を十分に受けていない者が行う多様な学習
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活動の実情を踏まえ、この法律の施行後３年以内に

この法律の施行の状況について検討を加え、その結

果に基づき、教育機会の確保等の在り方の見直しを

含め、必要な措置を講ずるものとする。 

  

理 由 

教育機会の確保等に関する施策を総合的に推進する

ため、教育機会の確保等に関する施策に関し、基本理

念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務を明らか

にするとともに、基本指針の策定その他の必要な事項

を定める必要がある。これが、この法律案を提出する

理由である。 

 

【国際関係資料】 

 

 

 

 

 

前  文 

人類社会のすべての構成員の固有の尊厳と平等で譲る

ことのできない権利とを承認することは、世界におけ

る自由、正義及び平和の基礎であるので、 

人権の無視及び軽侮が、人類の良心を踏みにじった野

蛮行為をもたらし、言論及び信仰の自由が受けられ、

恐怖及び欠乏のない世界の到来が、一般の人々の最高

の願望として宣言されたので、 

人間が専制と圧迫とに対する最後の手段として反逆に

訴えることがないようにするためには、法の支配に

よって人権保護することが肝要であるので、 

諸国間の友好関係の発展を促進することが、肝要であ

るので、 

国際連合の諸国民は、国際連合憲章において、基本的

人権、人間の尊厳及び価値並びに男女の同権について

の信念を再確認し、かつ、一層大きな自由のうちで社

会的進歩と生活水準の向上とを促進することを決意し

たので、 

加盟国は、国際連合と協力して、人権及び基本的自由

の普遍的な尊重及び遵守の促進を達成することを誓約

したので、 

これらの権利及び自由に対する共通の理解は、この誓

約を完全にするためにもっとも重要であるので、 

よって、ここに、国際連合総会は、 

社会の各個人及び各機関が、この世界人権宣言を常に

念頭に置きながら、加盟国自身の人民の間にも、また、

加盟国の管轄下にある地域の人民の間にも、これらの

権利と自由との尊重を指導及び教育によって促進する

こと並びにそれらの普遍的かつ効果的な承認と遵守と

を国内的及び国際的な漸進的措置によって確保するこ

とに努力するように、すべての人民とすべての国とが

達成すべき共通の基準として、この世界人権宣言を公

布する。  

 

第１条 

  すべての人間は、生れながらにして自由であり、

かつ、尊厳と権利とについて平等である。人間は、

理性と良心とを授けられており、互いに同胞の精神

をもって行動しなければならない。 

第２条 

１ すべて人は、人種、皮膚の色、性、言語、宗教、

政治上その他の意見、国民的若しくは社会的出身、

財産、門地その他の地位又はこれに類するいかなる

事由による差別をも受けることなく、この宣言に掲

げるすべての権利と自由とを享有することができる。 

２ さらに、個人の属する国又は地域が独立国である

と、信託統治地域であると、非自治地域であると、

又は他のなんらかの主権制限の下にあるとを問わず、

その国又は地域の政治上、管轄上又は国際上の地位

に基づくいかなる差別もしてはならない。 

第３条 

  すべて人は、生命、自由及び身体の安全に対する

権利を有する。 

世界人権宣言  

         1948年12月10日国連総会採択 
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第４条 

  何人も、奴隷にされ、又は苦役に服することはな

い。奴隷制度及び奴隷売買は、いかなる形において

も禁止する。 

第５条 

  何人も、拷問又は残虐な、非人道的な若しくは屈

辱的な取扱若しくは刑罰を受けることはない。 

第６条 

  すべて人は、いかなる場所においても、法の下に

おいて、人として認められる権利を有する。 

第７条 

  すべての人は、法の下において平等であり、また、

いかなる差別もなしに法の平等な保護を受ける権利

を有する。すべての人は、この宣言に違反するいか

なる差別に対しても、また、そのような差別をそそ

のかすいかなる行為に対しても、平等な保護を受け

る権利を有する。 

第８条 

  すべて人は、憲法又は法律によって与えられた基

本的権利を侵害する行為に対し、権限を有する国内

裁判所による効果的な救済を受ける権利を有する。 

第９条 

  何人も、ほしいままに逮捕、拘禁、又は追放され

ることはない。 

第10条 

  すべて人は、自己の権利及び義務並びに自己に対

する刑事責任が決定されるに当っては、独立の公平

な裁判所による公正な公開の審理を受けることにつ

いて完全に平等の権利を有する。 

第11条 

１ 犯罪の訴追を受けた者は、すべて、自己の弁護に

必要なすべての保障を与えられた公開の裁判におい

て法律に従って有罪の立証があるまでは、無罪と推

定される権利を有する。 

２ 何人も、実行の時に国内法又は国際法により犯罪

を構成しなかった作為又は不作為のために有罪とさ

れることはない。また、犯罪が行われた時に適用さ

れる刑罰より重い刑罰を課せられない。 

第12条 

  何人も、自己の私事、家族、家庭若しくは通信に

対して、ほしいままに干渉され、又は名誉及び信用

に対して攻撃を受けることはない。人はすべて、こ

のような干渉又は攻撃に対して法の保護を受ける権

利を有する。 

第13条 

１ すべて人は、各国の境界内において自由に移転及

び居住する権利を有する。 

２ すべて人は、自国その他いずれの国をも立ち去り、

及び自国に帰る権利を有する。  

第14条 

１  すべて人は、迫害を免れるため、他国に避難する

ことを求め、かつ、避難する権利を有する。 

２  この権利は、もっぱら非政治犯罪又は国際連合の

目的及び原則に反する行為を原因とする訴追の場合

には、援用することはできない。 

第15条 

１  すべて人は、国籍をもつ権利を有する。 

２  何人も、ほしいままにその国籍を奪われ、又はそ

の国籍を変更する権利を否認されることはない。 

第16条 

１ 成年の男女は、人種、国籍又は宗教によるいかな

る制限をも受けることなく、婚姻し、かつ家庭をつ

くる権利を有する。成年の男女は、婚姻中及びその

解消に際し、婚姻に関し平等の権利を有する。  

２ 婚姻は、両当事者の自由かつ完全な合意によって

のみ成立する。 

３ 家庭は、社会の自然かつ基礎的な集団単位であっ

て、社会及び国の保護を受ける権利を有する。 

第17条 

１ すべて人は、単独で又は他の者と共同して財産を

所有する権利を有する。 

２ 何人も、ほしいままに自己の財産を奪われること

はない。 

第18条 

  すべて人は、思想、良心及び宗教の自由に対する

権利を有する。この権利は、宗教又は信念を変更す

る自由並びに単独で又は他の者と共同して、公的に

又は私的に、布教、行事、礼拝及び儀式によって宗

教又は信念を表明する自由を含む。 

第19条 

  すべて人は、意見及び表現の自由に対する権利を

有する。この権利は、干渉を受けることなく自己の

意見をもつ自由並びにあらゆる手段により、また、

国境を越えると否とにかかわりなく、情報及び思想

を求め、受け、及び伝える自由を含む。 

第20条 

１ すべての人は、平和的集会及び結社の自由に対す

る権利を有する。 

２ 何人も、結社に属することを強制されない。 

第21条 

１ すべて人は、直接に又は自由に選出された代表者

を通じて、自国の政治に参与する権利を有する。 

２ すべて人は、自国においてひとしく公務につく権

利を有する。 

３ 人民の意思は、統治の権力を基礎とならなければ

ならない。この意思は、定期のかつ真正な選挙に

よって表明されなければならない。この選挙は、平

等の普通選挙によるものでなければならず、また、

秘密投票又はこれと同等の自由が保障される投票手

続によって行われなければならない。  

第22条 

  すべて人は、社会の一員として、社会保障を受け

る権利を有し、かつ、国家的努力及び国際的協力に

より、また、各国の組織及び資源に応じて、自己の

尊厳と自己の人格の自由な発展とに欠くことのでき

ない経済的、社会的及び文化的権利を実現する権利

を有する。 

第23条 

１ すべて人は、勤労し、職業を自由に選択し、公正

かつ有利な勤労条件を確保し、及び失業に対する保

護を受ける権利を有する。 

２ すべて人は、いかなる差別をも受けることなく、

同等の勤労に対し、同等の報酬を受ける権利を有す

る。 

３ 勤労する者は、すべて、自己及び家族に対して人

間の尊厳にふさわしい生活を保障する公正かつ有利

な報酬を受け、かつ、必要な場合には、他の社会的

保護手段によって補充を受けることができる。 
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４ すべて人は、自己の利益を保護するために労働組

合を組織し、及びこれに参加する権利を有する。 

第24条 

 すべて人は、労働時間の合理的な制限及び定期的な

有給休暇を含む休息及び余暇をもつ権利を有する。 

第25条 

１ すべて人は、衣食住、医療及び必要な社会的施設

等により、自己及び家族の健康及び福祉に十分な生

活水準を保持する権利並びに失業、疾病、心身障害、

配偶者の死亡、老齢その他不可抗力による生活不能

の場合は、保障を受ける権利を有する。 

２ 母と子とは、特別の保護及び援助を受ける権利を

有する。すべての児童は、嫡出であると否とを問わ

ず、同じ社会的保護を受ける。  

第26条 

１ すべて人は、教育を受ける権利を有する。教育は、

少なくとも初等の及び基礎的の段階においては、無

償でなければならない。初等教育は、義務的でなけ

ればならない。技術教育及び職業教育は、一般に利

用できるものでなければならず、また、高等教育は、

能力に応じ、すべての者にひとしく開放されていな

ければならない。 

２ 教育は、人格の完全な発展並びに人権及び基本的

自由の尊重の強化を目的としなければならない。教

育は、すべての国又は人種的若しくは宗教的集団の

相互間の理解、寛容及び友好関係を増進し、かつ、

平和の維持のため、国際連合の活動を促進するもの

でなければならない。 

３ 親は、子に与える教育の種類を選択する優先的権

利を有する。  

第27条 

１ すべて人は、自由に社会の文化生活に参加し、芸

術を鑑賞し、及び科学の進歩とその恩恵とにあずか

る権利を有する。 

２ すべて人は、その創作した科学的、文学的又は美

術的作品から生ずる精神的及び物質的利益を保護さ

れる権利を有する。  

第28条 

すべて人は、この宣言に掲げる権利及び自由が完

全に実現される社会的及び国際的秩序に対する権利

を有する。 

第29条 

１ すべて人は、その人格の自由かつ完全な発展がそ

の中にあってのみ可能である社会に対して義務を負

う。 

２ すべて人は、自己の権利及び自由を行使するに

当っては、他人の権利及び自由の正当な承認及び尊

重を保障すること並びに民主的社会における道徳、

公の秩序及び一般の福祉の正当な要求を満たすこと

をもっぱら目的として法律によって定められた制限

にのみ服する。 

３ これらの権利及び自由は、いかなる場合にも、国

際連合の目的及び原則に反して行使してはならない。 

第30条 

 この宣言のいかなる規定も、いずれかの国、集団

又は個人に対して、この宣言に掲げる権利及び自由

の破壊を目的とする活動に従事し、又はそのような

目的を有する行為を行う権利を認めるものと解釈し

てはならない。 

                  （外務省仮訳） 

 

 

 

 

 

国連総会は、 

人種、性別、言語、宗教に関わらず、すべての人の、

すべての人権と基本的自由を尊重することを促進し、

奨励するという、国連憲章の目的と原則をあらためて

確認し、 

すべての個人、社会のあらゆる機関が、人権と基本的

自由の尊重を促進するための教育と学習に、努力しな

ければならないことをあらためて確認し、 

さらに、すべての人は教育への権利を有し、教育とは

人格とその尊厳の自覚の十全な発達を目的とし、すべ

ての人が自由な社会に効果的に参加することを可能に

し、すべての国および人種的、民族的、宗教的集団相

互の理解、寛容及び友好関係を促進し、国連による平

和と安全の維持、開発と人権の促進のための活動を奨

励するものであることをあらためて確認し、 

世界人権宣言、経済的、社会的および文化的権利に関

する国際規約、及びその他の人権文書に明記されたと

おり、人権及び基本的自由の尊重の強化のための教育

の確保が、各国の義務であることをあらためて確認し、 

人権の促進、擁護、効果的な実現に貢献する、人権教

育と研修の基本的重要性を確認し、 

1993年にウイーンで開催された世界人権会議において、

すべての国家と機関に対して、人権、人道法、民主主

義および法の支配をすべての教育機関のカリキュラム

に含めることが求められ、人権への普遍的なコミット

メントを強化する目的で、共通の理解及び意識を達成

するため、国際的及び地域的（regional）人権文書に

明記された平和、民主主義、発展及び社会正義を人権

教育に含めるべきと明言されたことをあらためて確認

し、 

各国元首が、人権教育のための世界プログラムの実施

を含めて、あらゆる段階において人権教育と学習を促

進することを支持し、すべての国家がこれに関わる取

り組みに着手することを奨励した、2005年の世界サ

ミット成果文書を想起し、 

すべてのステークホルダーによる、協同の取り組みを

通じて、人権教育と研修に対するあらゆる取り組み強

化すべきであるとの強力なメッセージを国際社会に対

して送りたいという望みに動機付けられ、 

以下を宣言する。 

 

第１条 

１ すべての人は、人権と基本的自由について知り、

情報を求め、手に入れる権利を有し、また人権教育

と研修へのアクセスを有するべきである。 

２ 人権教育と研修は、人権の普遍的、不可分、相互

依存性の原則に則り、すべての人のあらゆる人権お

よび基本的自由の普遍的尊重と遵守を促進するため

の基礎である。 

３ すべての人権、とくに教育への権利と情報へのア

クセスを実効的に享受することが、人権教育と研修

へのアクセスを可能にするものである。 

第２条 

人権教育および研修に関する国連宣言 

         2011年12月19日国連総会採択 
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１ 人権教育と研修とは、人権および基本的自由の普

遍的尊重と遵守を目的に、人権の普遍的な文化を築

き発展させることに人びとが貢献できるよう、エン

パワーするための、あらゆる教育、研修、情報およ

び啓発・学習活動から成る。それゆえ、人権教育は

知識とスキルと理解を与え、態度と行動を育むこと

によって、とりわけ人権の侵害と乱用の防止に貢献

する。 

２ 人権教育と研修は、次のものを含む： 

(a) 人権の規範と原則、それらを裏付ける価値、そ

れらを擁護するためのメカニズムについての知識

と理解を含む、人権についての教育 

(b) 教育者、学習者双方の権利が尊重されるような

やり方で行われる学習と教育を含む、人権を通じ

ての教育 

(c) 自分の権利を享受し、行使し、そして他者の権

利を尊重し守ることができるよう人びとをエンパ

ワーすることを含む、人権のための教育 

第３条 

１ 人権教育と研修はあらゆる年齢の人びとに関わる、

生涯にわたるプロセスである。 

２ 人権教育と研修は社会のあらゆる部分、学問の自

由が適用されるところではこれに留意しつつも、就

学前教育、初等、中等、高等教育を含むあらゆるレ

ベルにかかわり、また、公立か私立か、フォーマル、

ノンフォーマル、インフォーマル教育のいずれかに

関わらず、あらゆる形態の教育、研修、学習を含む。

人権教育には、特に職業に関わる研修、とりわけ研

修担当者、教師、国家公務員の研修、継続教育、民

衆教育、広報と啓発活動が含まれる。 

３ 人権教育と研修は、対象となる集団の特定のニー

ズや条件を考慮し、その集団にあった言語や方法に

よって行われるべきである。 

第４条 

人権教育と研修は、世界人権宣言と関連する条約

や文書に基づき、次の目的のために行われなければ

ならない。 

(a) 普遍的な人権の基準と原則に対する意識、理解、

受容を高め、国際、地域（region）、国内のレベ

ルで人権と基本的自由を保障すること 

(b) 誰もが他者の権利を尊重し、自分自身の権利と

責任についても認識しているような、人権の普

遍的な文化を築くとともに、自由で平和、多元

的で誰も排除されない社会の責任ある一員とし

て、人が成長するよう支援すること。 

(c) 人権の効果的な実現を追求し、寛容、非差別、

平等を促進すること 

(d) 質の高い教育と研修へのアクセスを通じて、す

べての人が差別なく、平等な機会を保障されるよ

うにすること 

(e) 人権の侵害と乱用の防止、およびあらゆる形態

の差別、人種主義、固定観念化や憎悪の扇動、そ

れらの背景にある有害な態度や偏見との戦いに貢

献すること 

第５条 

１ 人権教育と研修は、それを提供したのが公的な主

体か私的な主体かに関わらず、平等、人間の尊厳、

包摂と非差別の原則、とりわけ少女と少年、女性と

男性の間の平等に基づかなければならない。 

２ 人権教育と研修は、誰もがアクセスすることがで

き、受けることができるものでなければならない。

また、障がい者も含め、傷つきやすく不利益をこう

むっている人や集団の直面している特定の課題、障

壁、ニーズ、期待を考慮し、誰もが自分自身の有す

るすべての権利を行使することができるよう、エン

パワメントと人間としての成長を助長し、排除や周

縁化の原因を取り除くことに貢献するものでなけれ

ばならない。 

３ 異なる国々の文明、宗教、文化、伝統の多様性は

人権の普遍性の中に反映されており、人権教育と研

修はこれらを受け入れて豊かになると同時に、そこ

からインスピレーションを得るべきである。 

４ 人権教育と研修は、すべての人のあらゆる人権を

実現するという共通の目標に対するオーナーシップ

を高めるために、ローカルな取り組みを促進する一

方で、異なる経済的、社会的、文化的環境を考慮し

なければならない。 

第６条 

１ 人権教育と研修は、人権と基本的自由の促進のた

めに、メディアと同様、新たな情報とコミュニケー

ションの技術を取り込み、これを活用すべきである。 

２ 人権の領域での研修や啓発の手段として、芸術が

奨励されるべきである。 

第７条 

１ 国と、場合によっては政府の関連機関は、参加、

包摂、責任の理念に基づき開発され、実施されてき

た人権教育と研修を促進し、保障する第一義的責任

がある。 

２ 国は、市民社会、民間セクター、その他関連のあ

るステークホルダーが、人権教育と研修に取り組む

ことのできる安全な環境をつくらなければならない。

それは、そのプロセスに関わっている人びとを含む、

すべての人の人権と基本的自由が完全に守られてい

る環境である。 

３ 国は、単独で、あるいは国際協力を得て、入手可

能なリソースを最大限に活かしながら、法的・行政

的手段を含む適切な方策によって、人権教育と研修

が漸進的に実施されていくように手段を講じなけれ

ばならない。 

４ 国と、場合によっては政府の関連機関は、国家公

務員、公務員、裁判官、法執行官、軍関係者に対し

て人権と、場合によっては国際人道法と国際刑事法

についての適切な研修を保障しなければならないと

同時に、教師、研修担当者、国の委託を受けて働く

私人に対する適切な人権研修を促進しなければなら

ない。 

第８条 

１ 国は適切な段階で、人権教育と研修を実施するた

めの戦略と政策、また、例えば学校や研修のカリ

キュラムへの統合を行うなど、適切な場合には行動

計画やプログムを策定するか、策定を奨励しなけれ

ばならない。その際、人権教育のための世界プログ

ラムと、国およびローカルなレベルでのニーズや優

先事項を考慮しなければならない。 

２ そのような戦略、行動計画、政策、プログラムの

計画、実施とフォローアップは、民間セクター、市

民社会、国内人権機関を含む、関連するすべてのス

テークホルダーの参加を得て、場合によっては、多
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様なステークホルダーの関わりを奨励して、行われ

なければならない。 

第９条 

国内人権機関は人権教育と研修において、とりわ

け意識の向上と、関連する公的・私的な主体を結集

させる調整役を必要に応じて果たすことを含め、重

要な役割を果たしうる。このことを認め、国はパリ

原則に則り、実効性のある独立した国内人権機関の

設置、発展、強化を促進しなければならない。 

第10条 

１ 社会の中の多様な主体、とりわけ教育機関、メ

ディア、家族、地域コミュニティ、 NGO を含む市民

社会組織、人権活動家、民間セクターは人権教育と

研修を促進し、実施する重要な役割を担っている。 

２ 市民社会組織、民間セクター、他の関連するス

テークホルダーは、自らの職員や社員に対して、適

切な人権教育と研修を確保することが奨励される。 

第11条 

 国際連合、国際機関、地域的（regional）機関は

人権教育と研修を、職員およびそれらの機関の下で

任務につく軍人、警察官に対して実施しなければな

らない。 

第12条 

１ あらゆるレベルの国際協力は、場合によっては

ローカルなレベルでの取り組みを含めて、人権教育

と研修を実施するための各国の取り組みを支援し、

強化しなければならない。 

２ 国際社会、地域（region）、国、ローカルなレベ

ルで、相互補完的に、協調して行われる取り組みは、

人権教育と研修のより効果的な実施に貢献すること

ができる。 

３ 人権教育と研修の領域におけるプロジェクトや取

り組みに対する、任意拠出が奨励されなければなら

ない。 

第13条 

１ 国際的、および地域的人権メカニズムは、その権

限の範囲内で、活動の中で人権教育と研修を考慮し

なければならない。 

２ 国は、それが適切な場合、人権教育と研修に関し

てどのような方策をとったのかということについて

の情報を、関連のある人権メカニズムに対する報告

の中に、含めることが奨励される。 

第14条 

 国は、本宣言の効果的な実施とフォローアップを

確保するために、適切な方策を講じ、これに関して

必要となる財源と人材を確保しなければならない。 

 

              （訳：阿久澤 麻理子） 

 

 

 

 

 

 

 

前 文 

この条約の締約国は、 

国際連合憲章において宣明された原則によれば、人類

社会のすべての構成員の固有の尊厳及び平等のかつ奪

い得ない権利を認めることが世界における自由、正義

及び平和の基礎を成すものであることを考慮し、 

国際連合加盟国の国民が、国際連合憲章において、基

本的人権並びに人間の尊厳及び価値に関する信念を改

めて確認し、かつ、一層大きな自由の中で社会的進歩

及び生活水準の向上を促進することを決意したことに

留意し、 

国際連合が、世界人権宣言及び人権に関する国際規約

において、すべての人は人種、皮膚の色、性、言語、

宗教、政治的意見その他の意見、国民的若しくは社会

的出身、財産、出生又は他の地位等によるいかなる差

別もなしに同宣言及び同規約に掲げるすべての権利及

び自由を享有することができることを宣明し及び合意

したことを認め、 

国際連合が、世界人権宣言において、児童は特別な保

護及び援助についての権利を享有することができるこ

とを宣明したことを想起し、 

家族が、社会の基礎的な集団として、並びに家族のす

べての構成員、特に、児童の成長及び福祉のための自

然な環境として、社会においてその責任を十分に引き

受けることができるよう必要な保護及び援助を与えら

れるべきであることを確信し、 

児童が、その人格の完全なかつ調和のとれた発達のた

め、家庭環境の下で幸福、愛情及び理解のある雰囲気

の中で成長すべきであることを認め、 

児童が、社会において個人として生活するため十分な

準備が整えられるべきであり、かつ、国際連合憲章に

おいて宣明された理想の精神並びに特に平和、尊厳、

寛容、自由、平等及び連帯の精神に従って育てられる

べきであることを考慮し、 

児童に対して特別な保護を与えることの必要性が、 

1924年の児童の権利に関するジュネーヴ宣言及び1959

年11月20日に国際連合総会で採択された児童の権利に

関する宣言において述べられており、また、世界人権

宣言、市民的及び政治的権利に関する国際規約（特に

第23条及び第24条）、経済的、社会的及び文化的権利

に関する国際規約（特に第10条）並びに児童の福祉に

関係する専門機関及び国際機関の規程及び関係文書に

おいて認められていることに留意し、 

児童の権利に関する宣言において示されているとおり

「児童は、身体的及び精神的に未熟であるため、その

出生の前後において、適当な法的保護を含む特別な保

護及び世話を必要とする。」ことに留意し、 

国内の又は国際的な里親委託及び養子縁組を特に考慮

した児童の保護及び福祉についての社会的及び法的な

原則に関する宣言、少年司法の運用のための国際連合

最低基準規則（北京規則）及び緊急事態及び武力紛争

における女子及び児童の保護に関する宣言の規定を想

起し、 

極めて困難な条件の下で生活している児童が世界のす

べての国に存在すること、また、このような児童が特

別の配慮を必要としていることを認め、 

児童の保護及び調和のとれた発達のために各人民の伝

統及び文化的価値が有する重要性を十分に考慮し、 

あらゆる国特に開発途上国における児童の生活条件を

改善するために国際協力が重要であることを認めて、 

次のとおり協定した。  

 

第１部  

児童の権利に関する条約（抄）  

        1989年11月20日国連総会採択  

        平成６年５月16日条約第２号  
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第１条 

この条約の適用上、児童とは、18歳未満のすべて

の者をいう。ただし、当該児童で、その者に適用さ

れる法律によりより早く成年に達したものを除く。  

第２条 

１ 締約国は、その管轄の下にある児童に対し、児童

又はその父母若しくは法定保護者の人種、皮膚の色、

性、言語、宗教、政治的意見その他の意見、国民的、

種族的若しくは社会的出身、財産、心身障害、出生

又は他の地位にかかわらず、いかなる差別もなしに

この条約に定める権利を尊重し、及び確保する。 

２ 締約国は、児童がその父母、法定保護者又は家族

の構成員の地位、活動、表明した意見又は信念によ

るあらゆる形態の差別又は処罰から保護されること

を確保するためのすべての適当な措置をとる。 

第３条 

１ 児童に関するすべての措置をとるに当たっては、

公的若しくは私的な社会福祉施設、裁判所、行政当

局又は立法機関のいずれによって行われるもので

あっても、児童の最善の利益が主として考慮される

ものとする。  

２ 締約国は、児童の父母、法定保護者又は児童につ

いて法的に責任を有する他の者の権利及び義務を考

慮に入れて、児童の福祉に必要な保護及び養護を確

保することを約束し、このため、すべての適当な立

法上及び行政上の措置をとる。 

３ 締約国は、児童の養護又は保護のための施設、役

務の提供及び設備が、特に安全及び健康の分野に関

し並びにこれらの職員の数及び適格性並びに適正な

監督に関し権限のある当局の設定した基準に適合す

ることを確保する。 

第４条 

 締約国は、この条約において認められる権利の実

現のため、すべての適当な立法措置、行政措置その

他の措置を講ずる。締約国は、経済的、社会的及び

文化的権利に関しては、自国における利用可能な手

段の最大限の範囲内で、また、必要な場合には国際

協力の枠内で、これらの措置を講ずる。  

第５条 

 締約国は、児童がこの条約において認められる権

利を行使するに当たり、父母若しくは場合により地

方の慣習により定められている大家族若しくは共同

体の構成員、法定保護者又は児童について法的に責

任を有する他の者がその児童の発達しつつある能力

に適合する方法で適当な指示及び指導を与える責任、

権利及び義務を尊重する。  

第６条 

１ 締約国は、すべての児童が生命に対する固有の権

利を有することを認める。 

２ 締約国は、児童の生存及び発達を可能な最大限の

範囲において確保する。 

第７条 

１ 児童は、出生の後直ちに登録される。児童は、出

生の時から氏名を有する権利及び国籍を取得する権

利を有するものとし、また、できる限りその父母を

知りかつその父母によって養育される権利を有する。 

２ 締約国は、特に児童が無国籍となる場合を含めて、

国内法及びこの分野における関連する国際文書に基

づく自国の義務に従い、１の権利の実現を確保する。 

第８条 

１ 締約国は、児童が法律によって認められた国籍、

氏名及び家族関係を含むその身元関係事項について

不法に干渉されることなく保持する権利を尊重する

ことを約束する。 

２ 締約国は、児童がその身元関係事項の一部又は全

部を不法に奪われた場合には、その身元関係事項を

速やかに回復するため、適当な援助及び保護を与え

る。 

第９条 

１ 締約国は、児童がその父母の意思に反してその父

母から分離されないことを確保する。ただし、権限

のある当局が司法の審査に従うことを条件として適

用のある法律及び手続に従いその分離が児童の最善

の利益のために必要であると決定する場合は、この

限りでない。このような決定は、父母が児童を虐待

し若しくは放置する場合又は父母が別居しており児

童の居住地を決定しなければならない場合のような

特定の場合において必要となることがある。 

２ すべての関係当事者は、１の規定に基づくいかな

る手続においても、その手続に参加しかつ自己の意

見を述べる機会を有する。 

３ 締約国は、児童の最善の利益に反する場合を除く

ほか、父母の一方又は双方から分離されている児童

が定期的に父母のいずれとも人的な関係及び直接の

接触を維持する権利を尊重する。 

４ ３の分離が、締約国がとった父母の一方若しくは

双方又は児童の抑留、拘禁、追放、退去強制、死亡

（その者が当該締約国により身体を拘束されている

間に何らかの理由により生じた死亡を含む。）等の

いずれかの措置に基づく場合には、当該締約国は、

要請に応じ、父母、児童又は適当な場合には家族の

他の構成員に対し、家族のうち不在となっている者

の所在に関する重要な情報を提供する。ただし、そ

の情報の提供が児童の福祉を害する場合は、この限

りでない。締約国は、更に、その要請の提出自体が

関係者に悪影響を及ぼさないことを確保する。 

第10条 

１ 前条１の規定に基づく締約国の義務に従い、家族

の再統合を目的とする児童又はその父母による締約

国への入国又は締約国からの出国の申請については、

締約国が積極的、人道的かつ迅速な方法で取り扱う。

締約国は、更に、その申請の提出が申請者及びその

家族の構成員に悪影響を及ぼさないことを確保する。 

２ 父母と異なる国に居住する児童は、例外的な事情

がある場合を除くほか定期的に父母との人的な関係

及び直接の接触を維持する権利を有する。このため、

前条１の規定に基づく締約国の義務に従い、締約国

は、児童及びその父母がいずれの国（自国を含む。）

からも出国し、かつ、自国に入国する権利を尊重す

る。出国する権利は、法律で定められ、国の安全、

公の秩序、公衆の健康若しくは道徳又は他の者の権

利及び自由を保護するために必要であり、かつ、こ

の条約において認められる他の権利と両立する制限

にのみ従う。 

第11条 

１ 締約国は、児童が不法に国外へ移送されることを

防止し及び国外から帰還することができない事態を

除去するための措置を講ずる。 



34 

２ このため、締約国は、二国間若しくは多数国間の

協定の締結又は現行の協定への加入を促進する。 

第12条 

１ 締約国は、自己の意見を形成する能力のある児童

がその児童に影響を及ぼすすべての事項について自

由に自己の意見を表明する権利を確保する。この場

合において、児童の意見は、その児童の年齢及び成

熟度に従って相応に考慮されるものとする。 

２ このため、児童は、特に、自己に影響を及ぼすあ

らゆる司法上及び行政上の手続において、国内法の

手続規則に合致する方法により直接に又は代理人若

しくは適当な団体を通じて聴取される機会を与えら

れる。 

第13条 

１ 児童は、表現の自由についての権利を有する。こ

の権利には、口頭、手書き若しくは印刷、芸術の形

態又は自ら選択する他の方法により、国境とのかか

わりなく、あらゆる種類の情報及び考えを求め、受

け及び伝える自由を含む。 

２ １の権利の行使については、一定の制限を課する

ことができる。ただし、その制限は、法律によって

定められ、かつ、次の目的のために必要とされるも

のに限る。 

(a) 他の者の権利又は信用の尊重  

(b) 国の安全、公の秩序又は公衆の健康若しくは道

徳の保護 

第14条 

１ 締約国は、思想、良心及び宗教の自由についての

児童の権利を尊重する。 

２ 締約国は、児童が１の権利を行使するに当たり、

父母及び場合により法定保護者が児童に対しその発

達しつつある能力に適合する方法で指示を与える権

利及び義務を尊重する。 

３ 宗教又は信念を表明する自由については、法律で

定める制限であって公共の安全、公の秩序、公衆の

健康若しくは道徳又は他の者の基本的な権利及び自

由を保護するために必要なもののみを課することが

できる。 

第15条 

１ 締約国は、結社の自由及び平和的な集会の自由に

ついての児童の権利を認める。 

２ １の権利の行使については、法律で定める制限で

あって国の安全若しくは公共の安全、公の秩序、公

衆の健康若しくは道徳の保護又は他の者の権利及び

自由の保護のため民主的社会において必要なもの以

外のいかなる制限も課することができない。 

第16条 

１ いかなる児童も、その私生活、家族、住居若しく

は通信に対して恣意的に若しくは不法に干渉され又

は名誉及び信用を不法に攻撃されない。 

２ 児童は、１の干渉又は攻撃に対する法律の保護を

受ける権利を有する。 

第17条 

締約国は、大衆媒体（マス・メディア）の果たす

重要な機能を認め、児童が国の内外の多様な情報源

からの情報及び資料、特に児童の社会面、精神面及

び道徳面の福祉並びに心身の健康の促進を目的とし

た情報及び資料を利用することができることを確保

する。このため、締約国は、 

(a) 児童にとって社会面及び文化面において有益で

あり、かつ、第29条の精神に沿う情報及び資料を

大衆媒体（マス・メディア）が普及させるよう奨

励する。  

(b) 国の内外の多様な情報源（文化的にも多様な情

報源を含む。）からの情報及び資料の作成、交換

及び普及における国際協力を奨励する。 

(c) 児童用書籍の作成及び普及を奨励する。 

(d) 少数集団に属し又は原住民である児童の言語上

の必要性について大衆媒体（マス・メディア）が

特に考慮するよう奨励する。 

(e) 第13条及び次条の規定に留意して、児童の福祉

に有害な情報及び資料から児童を保護するための

適当な指針を発展させることを奨励する。  

第18条 

１ 締約国は、児童の養育及び発達について父母が共

同の責任を有するという原則についての認識を確保

するために最善の努力を払う。父母又は場合により

法定保護者は、児童の養育及び発達についての第一

義的な責任を有する。児童の最善の利益は、これら

の者の基本的な関心事項となるものとする。 

２ 締約国は、この条約に定める権利を保障し及び促

進するため、父母及び法定保護者が児童の養育につ

いての責任を遂行するに当たりこれらの者に対して

適当な援助を与えるものとし、また、児童の養護の

ための施設、設備及び役務の提供の発展を確保する。 

３ 締約国は、父母が働いている児童が利用する資格

を有する児童の養護のための役務の提供及び設備か

らその児童が便益を受ける権利を有することを確保

するためのすべての適当な措置をとる。  

第19条 

１ 締約国は、児童が父母、法定保護者又は児童を監

護する他の者による監護を受けている間において、

あらゆる形態の身体的若しくは精神的な暴力、傷害

若しくは虐待、放置若しくは怠慢な取扱い、不当な

取扱い又は搾取（性的虐待を含む。）からその児童

を保護するためすべての適当な立法上、行政上、社

会上及び教育上の措置をとる。 

２ １の保護措置には、適当な場合には、児童及び児

童を監護する者のために必要な援助を与える社会的

計画の作成その他の形態による防止のための効果的

な手続並びに１に定める児童の不当な取扱いの事件

の発見、報告、付託、調査、処置及び事後措置並び

に適当な場合には司法の関与に関する効果的な手続

を含むものとする。 

第20条 

１ 一時的若しくは恒久的にその家庭環境を奪われた

児童又は児童自身の最善の利益にかんがみその家庭

環境にとどまることが認められない児童は、国が与

える特別の保護及び援助を受ける権利を有する。  

２ 締約国は、自国の国内法に従い、１の児童のため

の代替的な監護を確保する。 

３ ２の監護には、特に、里親委託、イスラム法のカ

ファーラ、養子縁組又は必要な場合には児童の監護

のための適当な施設への収容を含むことができる。

解決策の検討に当たっては、児童の養育において継

続性が望ましいこと並びに児童の種族的、宗教的、

文化的及び言語的な背景について、十分な考慮を払

うものとする。 



35 

第21条 

養子縁組の制度を認め又は許容している締約国は、

児童の最善の利益について最大の考慮が払われるこ

とを確保するものとし、また、 

(a) 児童の養子縁組が権限のある当局によってのみ

認められることを確保する。この場合において、

当該権限のある当局は、適用のある法律及び手続

に従い、かつ、信頼し得るすべての関連情報に基

づき、養子縁組が父母、親族及び法定保護者に関

する児童の状況にかんがみ許容されること並びに

必要な場合には、関係者が所要のカウンセリング

に基づき養子縁組について事情を知らされた上で

の同意を与えていることを認定する。 

(b) 児童がその出身国内において里親若しくは養家

に託され又は適切な方法で監護を受けることがで

きない場合には、これに代わる児童の監護の手段

として国際的な養子縁組を考慮することができる

ことを認める。 

(c) 国際的な養子縁組が行われる児童が国内におけ

る養子縁組の場合における保護及び基準と同等の

ものを享受することを確保する。 

(d) 国際的な養子縁組において当該養子縁組が関係

者に不当な金銭上の利得をもたらすことがないこ

とを確保するためのすべての適当な措置をとる。 

(e) 適当な場合には、二国間又は多数国間の取極又

は協定を締結することによりこの条の目的を促進

し、及びこの枠組みの範囲内で他国における児童

の養子縁組が権限のある当局又は機関によって行

われることを確保するよう努める。 

第22条 

１ 締約国は、難民の地位を求めている児童又は適用

のある国際法及び国際的な手続若しくは国内法及び

国内的な手続に基づき難民と認められている児童が、

父母又は他の者に付き添われているかいないかを問

わず、この条約及び自国が締約国となっている人権

又は人道に関する他の国際文書に定める権利であっ

て適用のあるものの享受に当たり、適当な保護及び

人道的援助を受けることを確保するための適当な措

置をとる。 

２ このため、締約国は、適当と認める場合には、１

の児童を保護し及び援助するため、並びに難民の児

童の家族との再統合に必要な情報を得ることを目的

としてその難民の児童の父母又は家族の他の構成員

を捜すため、国際連合及びこれと協力する他の権限

のある政府間機関又は関係非政府機関による努力に

協力する。その難民の児童は、父母又は家族の他の

構成員が発見されない場合には、何らかの理由によ

り恒久的又は一時的にその家庭環境を奪われた他の

児童と同様にこの条約に定める保護が与えられる。  

第23条 

１ 締約国は、精神的又は身体的な障害を有する児童

が、その尊厳を確保し、自立を促進し及び社会への

積極的な参加を容易にする条件の下で十分かつ相応

な生活を享受すべきであることを認める。 

２ 締約国は、障害を有する児童が特別の養護につい

ての権利を有することを認めるものとし、利用可能

な手段の下で、申込みに応じた、かつ、当該児童の

状況及び父母又は当該児童を養護している他の者の

事情に適した援助を、これを受ける資格を有する児

童及びこのような児童の養護について責任を有する

者に与えることを奨励し、かつ、確保する。 

３ 障害を有する児童の特別な必要を認めて、２の規

定に従って与えられる援助は、父母又は当該児童を

養護している他の者の資力を考慮して可能な限り無

償で与えられるものとし、かつ、障害を有する児童

が可能な限り社会への統合及び個人の発達（文化的

及び精神的な発達を含む。）を達成することに資す

る方法で当該児童が教育、訓練、保健サービス、リ

ハビリテーション・サービス、雇用のための準備及

びレクリエーションの機会を実質的に利用し及び享

受することができるように行われるものとする。 

４ 締約国は、国際協力の精神により、予防的な保健

並びに障害を有する児童の医学的、心理学的及び機

能的治療の分野における適当な情報の交換（リハビ

リテーション、教育及び職業サービスの方法に関す

る情報の普及及び利用を含む。）であってこれらの

分野における自国の能力及び技術を向上させ並びに

自国の経験を広げることができるようにすることを

目的とするものを促進する。これに関しては、特に、

開発途上国の必要を考慮する。 

第24条 

１ 締約国は、到達可能な最高水準の健康を享受する

こと並びに病気の治療及び健康の回復のための便宜

を与えられることについての児童の権利を認める。

締約国は、いかなる児童もこのような保健サービス

を利用する権利が奪われないことを確保するために

努力する。 

２ 締約国は、１の権利の完全な実現を追求するもの

とし、特に、次のことのための適当な措置をとる。 

 (a) 幼児及び児童の死亡率を低下させること。 

 (b) 基礎的な保健の発展に重点を置いて必要な医療

及び保健をすべての児童に提供することを確保す

ること。 

 (c) 環境汚染の危険を考慮に入れて、基礎的な保健

の枠組みの範囲内で行われることを含めて、特に

容易に利用可能な技術の適用により並びに十分に

栄養のある食物及び清潔な飲料水の供給を通じて、

疾病及び栄養不良と闘うこと。 

 (d) 母親のための産前産後の適当な保健を確保する

こと。 

 (e) 社会のすべての構成員特に父母及び児童が、児

童の健康及び栄養、母乳による育児の利点、衛生

（環境衛生を含む。）並びに事故の防止について

の基礎的な知識に関して、情報を提供され、教育

を受ける機会を有し及びその知識の使用について

支援されることを確保すること。 

 (f) 予防的な保健、父母のための指導並びに家族計

画に関する教育及びサービスを発展させること。 

３ 締約国は、児童の健康を害するような伝統的な慣

行を廃止するため、効果的かつ適当なすべての措置

をとる。 

４ 締約国は、この条において認められる権利の完全

な実現を漸進的に達成するため、国際協力を促進し

及び奨励することを約束する。これに関しては、特

に、開発途上国の必要を考慮する。 

第25条 

締約国は、児童の身体又は精神の養護、保護又は

治療を目的として権限のある当局によって収容され
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た児童に対する処遇及びその収容に関連する他のす

べての状況に関する定期的な審査が行われることに

ついての児童の権利を認める。 

第26条 

１ 締約国は、すべての児童が社会保険その他の社会

保障からの給付を受ける権利を認めるものとし、自

国の国内法に従い、この権利の完全な実現を達成す

るための必要な措置をとる。 

２ １の給付は、適当な場合には、児童及びその扶養

について責任を有する者の資力及び事情並びに児童

によって又は児童に代わって行われる給付の申請に

関する他のすべての事項を考慮して、与えられるも

のとする。 

第27条 

１ 締約国は、児童の身体的、精神的、道徳的及び社

会的な発達のための相当な生活水準についてのすべ

ての児童の権利を認める。 

２ 父母又は児童について責任を有する他の者は、自

己の能力及び資力の範囲内で、児童の発達に必要な

生活条件を確保することについての第一義的な責任

を有する。 

３ 締約国は、国内事情に従い、かつ、その能力の範

囲内で、１の権利の実現のため、父母及び児童につ

いて責任を有する他の者を援助するための適当な措

置をとるものとし、また、必要な場合には、特に栄

養、衣類及び住居に関して、物的援助及び支援計画

を提供する。 

４ 締約国は、父母又は児童について金銭上の責任を

有する他の者から、児童の扶養料を自国内で及び外

国から、回収することを確保するためのすべての適

当な措置をとる。特に、児童について金銭上の責任

を有する者が児童と異なる国に居住している場合に

は、締約国は、国際協定への加入又は国際協定の締

結及び他の適当な取決めの作成を促進する。 

第28条 

１ 締約国は、教育についての児童の権利を認めるも

のとし、この権利を漸進的にかつ機会の平等を基礎

として達成するため、特に、 

 (a) 初等教育を義務的なものとし、すべての者に対

して無償のものとする。 

 (b) 種々の形態の中等教育（一般教育及び職業教育

を含む。）の発展を奨励し、すべての児童に対し、

これらの中等教育が利用可能であり、かつ、これ

らを利用する機会が与えられるものとし、例えば、

無償教育の導入、必要な場合における財政的援助

の提供のような適当な措置をとる。 

 (c) すべての適当な方法により、能力に応じ、すべ

ての者に対して高等教育を利用する機会が与えら

れるものとする。 

 (d) すべての児童に対し、教育及び職業に関する情

報及び指導が利用可能であり、かつ、これらを利

用する機会が与えられるものとする。 

 (e) 定期的な登校及び中途退学率の減少を奨励する

ための措置をとる。 

２ 締約国は、学校の規律が児童の人間の尊厳に適合

する方法で及びこの条約に従って運用されることを

確保するためのすべての適当な措置をとる。 

３ 締約国は、特に全世界における無知及び非識字の

廃絶に寄与し並びに科学上及び技術上の知識並びに

最新の教育方法の利用を容易にするため、教育に関

する事項についての国際協力を促進し、及び奨励す

る。これに関しては、特に、開発途上国の必要を考

慮する。 

第29条 

１ 締約国は、児童の教育が次のことを指向すべきこ

とに同意する。 

 (a) 児童の人格、才能並びに精神的及び身体的な能

力をその可能な最大限度まで発達させること。 

 (b) 人権及び基本的自由並びに国際連合憲章にうた

う原則の尊重を育成すること。 

 (c) 児童の父母、児童の文化的同一性、言語及び価

値観、児童の居住国及び出身国の国民的価値観並

びに自己の文明と異なる文明に対する尊重を育成

すること。 

 (d) すべての人民の間の、種族的、国民的及び宗教

的集団の間の並びに原住民である者の理解、平和、

寛容、両性の平等及び友好の精神に従い、自由な

社会における責任ある生活のために児童に準備さ

せること。 

 (e) 自然環境の尊重を育成すること。  

２ この条又は前条のいかなる規定も、個人及び団体

が教育機関を設置し及び管理する自由を妨げるもの

と解してはならない。ただし、常に、１に定める原

則が遵守されること及び当該教育機関において行わ

れる教育が国によって定められる最低限度の基準に

適合することを条件とする。  

第30条 

種族的、宗教的若しくは言語的少数民族又は原住

民である者が存在する国において、当該少数民族に

属し又は原住民である児童は、その集団の他の構成

員とともに自己の文化を享有し、自己の宗教を信仰

しかつ実践し又は自己の言語を使用する権利を否定

されない。 

第31条 

１ 締約国は、休息及び余暇についての児童の権利並

びに児童がその年齢に適した遊び及びレクリエー

ションの活動を行い並びに文化的な生活及び芸術に

自由に参加する権利を認める。 

２ 締約国は、児童が文化的及び芸術的な生活に十分

に参加する権利を尊重しかつ促進するものとし、文

化的及び芸術的な活動並びにレクリエーション及び

余暇の活動のための適当かつ平等な機会の提供を奨

励する。 

第32条 

１ 締約国は、児童が経済的な搾取から保護され及び

危険となり若しくは児童の教育の妨げとなり又は児

童の健康若しくは身体的、精神的、道徳的若しくは

社会的な発達に有害となるおそれのある労働への従

事から保護される権利を認める。 

２ 締約国は、この条の規定の実施を確保するための

立法上、行政上、社会上及び教育上の措置をとる。

このため、締約国は、他の国際文書の関連規定を考

慮して、特に、 

 (a) 雇用が認められるための１又は２以上の最低年

齢を定める。 

 (b) 労働時間及び労働条件についての適当な規則を

定める。 

 (c) この条の規定の効果的な実施を確保するための
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適当な罰則その他の制裁を定める。 

第33条 

締約国は、関連する国際条約に定義された麻薬及

び向精神薬の不正な使用から児童を保護し並びにこ

れらの物質の不正な生産及び取引における児童の使

用を防止するための立法上、行政上、社会上及び教

育上の措置を含むすべての適当な措置をとる。 

第34条 

 締約国は、あらゆる形態の性的搾取及び性的虐待

から児童を保護することを約束する。このため、締

約国は、特に、次のことを防止するためのすべての

適当な国内、二国間及び多数国間の措置をとる。 

(a) 不法な性的な行為を行うことを児童に対して勧

誘し又は強制すること。 

(b) 売春又は他の不法な性的な業務において児童を

搾取的に使用すること。 

(c) わいせつな演技及び物において児童を搾取的に

使用すること。  

第35条 

 締約国は、あらゆる目的のための又はあらゆる形

態の児童の誘拐、売買又は取引を防止するためのす

べての適当な国内、二国間及び多数国間の措置をと

る。 

第36条 

 締約国は、いずれかの面において児童の福祉を害

する他のすべての形態の搾取から児童を保護する。 

第37条 

 締約国は、次のことを確保する。 

 (a) いかなる児童も、拷問又は他の残虐な、非人道

的な若しくは品位を傷つける取扱い若しくは刑罰

を受けないこと。死刑又は釈放の可能性がない終

身刑は、18歳未満の者が行った犯罪について科さ

ないこと。 

 (b) いかなる児童も、不法に又は恣意的にその自由

を奪われないこと。児童の逮捕、抑留又は拘禁は、

法律に従って行うものとし、最後の解決手段とし

て最も短い適当な期間のみ用いること。 

 (c) 自由を奪われたすべての児童は、人道的に、人

間の固有の尊厳を尊重して、かつ、その年齢の者

の必要を考慮した方法で取り扱われること。特に、

自由を奪われたすべての児童は、成人とは分離さ

れないことがその最善の利益であると認められな

い限り成人とは分離されるものとし、例外的な事

情がある場合を除くほか、通信及び訪問を通じて

その家族との接触を維持する権利を有すること。 

 (d) 自由を奪われたすべての児童は、弁護人その他

適当な援助を行う者と速やかに接触する権利を有

し、裁判所その他の権限のある、独立の、かつ、

公平な当局においてその自由の剥奪の合法性を争

い並びにこれについての決定を速やかに受ける権

利を有すること。 

第38条 

１ 締約国は、武力紛争において自国に適用される国

際人道法の規定で児童に関係を有するものを尊重し

及びこれらの規定の尊重を確保することを約束する。 

２ 締約国は、15歳未満の者が敵対行為に直接参加し

ないことを確保するためのすべての実行可能な措置

をとる。 

３ 締約国は、15歳未満の者を自国の軍隊に採用する

ことを差し控えるものとし、また、15歳以上18歳未

満の者の中から採用するに当たっては、最年長者を

優先させるよう努める。 

４ 締約国は、武力紛争において文民を保護するため

の国際人道法に基づく自国の義務に従い、武力紛争

の影響を受ける児童の保護及び養護を確保するため

のすべての実行可能な措置をとる。 

第39条 

締約国は、あらゆる形態の放置、搾取若しくは虐

待、拷問若しくは他のあらゆる形態の残虐な、非人

道的な若しくは品位を傷つける取扱い若しくは刑罰

又は武力紛争による被害者である児童の身体的及び

心理的な回復及び社会復帰を促進するためのすべて

の適当な措置をとる。このような回復及び復帰は、

児童の健康、自尊心及び尊厳を育成する環境におい

て行われる。 

第40条 

１ 締約国は、刑法を犯したと申し立てられ、訴追さ

れ又は認定されたすべての児童が尊厳及び価値につ

いての当該児童の意識を促進させるような方法で

あって、当該児童が他の者の人権及び基本的自由を

尊重することを強化し、かつ、当該児童の年齢を考

慮し、更に、当該児童が社会に復帰し及び社会にお

いて建設的な役割を担うことがなるべく促進される

ことを配慮した方法により取り扱われる権利を認め

る。 

２ このため、締約国は、国際文書の関連する規定を

考慮して、特に次のことを確保する。 

 (a) いかなる児童も、実行の時に国内法又は国際法

により禁じられていなかった作為又は不作為を理

由として刑法を犯したと申し立てられ、訴追され

又は認定されないこと。 

 (b) 刑法を犯したと申し立てられ又は訴追されたす

べての児童は、少なくとも次の保障を受けること。 

  ( ⅰ ) 法律に基づいて有罪とされるまでは無罪と

推定されること。 

  ( ⅱ ) 速やかにかつ直接に、また、適当な場合に

は当該児童の父母又は法定保護者を通じてそ

の罪を告げられること並びに防御の準備及び

申立てにおいて弁護人その他適当な援助を行

う者を持つこと。 

  ( ⅲ ) 事案が権限のある、独立の、かつ、公平な

当局又は司法機関により法律に基づく公正な

審理において、弁護人その他適当な援助を行

う者の立会い及び、特に当該児童の年齢又は

境遇を考慮して児童の最善の利益にならない

と認められる場合を除くほか、当該児童の父

母又は法定保護者の立会いの下に遅滞なく決

定されること。 

  ( ⅳ ) 供述又は有罪の自白を強要されないこと。

不利な証人を尋問し又はこれに対し尋問させ

ること並びに対等の条件で自己のための証人

の出席及びこれに対する尋問を求めること。 

  ( ⅴ ) 刑法を犯したと認められた場合には、その

認定及びその結果科せられた措置について、

法律に基づき、上級の、権限のある、独立の、

かつ、公平な当局又は司法機関によって再審

理されること。  

  ( ⅵ ) 使用される言語を理解すること又は話すこ
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とができない場合には、無料で通訳の援助を

受けること。 

  ( ⅶ ) 手続のすべての段階において当該児童の私

生活が十分に尊重されること。 

３ 締約国は、刑法を犯したと申し立てられ、訴追さ

れ又は認定された児童に特別に適用される法律及び

手続の制定並びに当局及び施設の設置を促進するよ

う努めるものとし、特に、次のことを行う。 

 (a) その年齢未満の児童は刑法を犯す能力を有しな

いと推定される最低年齢を設定すること。 

 (b) 適当なかつ望ましい場合には、人権及び法的保

護が十分に尊重されていることを条件として、司

法上の手続に訴えることなく当該児童を取り扱う

措置をとること。 

４ 児童がその福祉に適合し、かつ、その事情及び犯

罪の双方に応じた方法で取り扱われることを確保す

るため、保護、指導及び監督命令、力ウンセリング、

保護観察、里親委託、教育及び職業訓練計画、施設

における養護に代わる他の措置等の種々の処置が利

用し得るものとする。 

第41条  

この条約のいかなる規定も、次のものに含まれる

規定であって児童の権利の実現に一層貢献するもの

に影響を及ぼすものではない。 

 (a) 締約国の法律  

 (b) 締約国について効力を有する国際法 

 

 

 

 

 

 

 

前 文 

このアジェンダは、人間、地球及び繁栄のための行

動計画である。これはまた、より大きな自由における

普遍的な平和の強化を追求ものでもある。我々は、極

端な貧困を含む、あらゆる形態と側面の貧困を撲滅す

ることが最大の地球規模の課題であり、持続可能な開

発のための不可欠な必要条件であると認識する。 

 

すべての国及びすべてのステークホルダーは、協同

的なパートナーシップの下、この計画を実行する。

我々は、人類を貧困の恐怖及び欠乏の専制から解き放

ち、地球を癒やし安全にすることを決意している。

我々は、世界を持続的かつ強靱（レジリエント）な道

筋に移行させるために緊急に必要な、大胆かつ変革的

な手段をとることに決意している。我々はこの共同の

旅路に乗り出すにあたり、誰一人取り残さないことを

誓う。 

 

今日我々が発表する17の持続可能な開発のための目

標（SDGs）と、 169 のターゲットは、この新しく普遍

的なアジェンダの規模と野心を示している。これらの

目標とターゲットは、ミレニアム開発目標（MDGs）を

基にして、ミレニアム開発目標が達成できなかったも

のを全うすることを目指すものである。これらは、す

べての人々の人権を実現し、ジェンダー平等とすべて

の女性と女児の能力強化を達成することを目指す。こ

れらの目標及びターゲットは、統合され不可分のもの

であり、持続可能な開発の三側面、すなわち経済、社

会及び環境の三側面を調和させるものである。 

 

これらの目標及びターゲットは、人類及び地球にと

り極めて重要な分野で、向こう15年間にわたり、行動

を促進するものになろう。 

 

人間 

我々は、あらゆる形態及び側面において貧困と飢餓

に終止符を打ち、すべての人間が尊厳と平等の下に、

そして健康な環境の下に、その持てる潜在能力を発揮

することができることを確保することを決意する。 

 

地球 

我々は、地球が現在及び将来の世代の需要を支える

ことができるように、持続可能な消費及び生産、天然

資源の持続可能な管理並びに気候変動に関する緊急の

行動をとることを含めて、地球を破壊から守ることを

決意する。 

 

繁栄 

我々は、すべての人間が豊かで満たされた生活を享

受することができること、また、経済的、社会的及び

技術的な進歩が自然との調和のうちに生じることを確

保することを決意する。 

 

平和 

我々は、恐怖及び暴力から自由であり、平和的、公

正かつ包摂的な社会を育んでいくことを決意する。平

和なくしては持続可能な開発はあり得ず、持続可能な

開発なくして平和もあり得ない。 

 

パートナーシップ 

我々は、強化された地球規模の連帯の精神に基づき、

最も貧しく最も脆弱な人々の必要に特別の焦点をあて、

全ての国、全てのステークホルダー及び全ての人の参

加を得て、再活性化された「持続可能な開発のための

グローバル・パートナーシップ」を通じてこのアジェ

ンダを実施するに必要とされる手段を動員することを

決意する。 

 

持続可能な開発目標 

目標１．あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わら

せる 

目標２．飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善

を実現し、持続可能な農業を促進する 

目標３．あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活

を確保し、福祉を促進する 

目標４．すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い

教育を提供し、生涯学習の機会を促進する 

目標５．ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び

女児の能力強化を行う 

目標６．すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続

可能な管理を確保する 

目標７．すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可

能な近代的エネルギーへのアクセスを確保す

る 

目標８．包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての

我々の世界を変革する：  

持続可能な開発のための2030アジェンダ（抄）  

        2015年９月25日国連総会採択  
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人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのあ

る人間らしい雇用 ( ディーセント・ワーク )

を促進する 

目標９．強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂

的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベー

ションの推進を図る 

目標10．各国内及び各国間の不平等を是正する 

目標11．包摂的で安全かつ強靱 ( レジリエント）で持

続可能な都市及び人間居住を実現する 

目標12．持続可能な生産消費形態を確保する 

目標13．気候変動及びその影響を軽減するための緊急

対策を講じる 

目標14．持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保

全し、持続可能な形で利用する 

目標15．陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の

推進、持続可能な森林の経営、砂漠化への対

処、ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生

物多様性の損失を阻止する 

目標16．持続可能な開発のための平和で包摂的な社会

を促進し、すべての人々に司法へのアクセス

を提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で

説明責任のある包摂的な制度を構築する 

目標17．持続可能な開発のための実施手段を強化し、

グローバル・パートナーシップを活性化する 

 

                  （外務省仮訳） 

 

 

 

 

 

 

 

【奈良県関係資料】 

 

 

 

 

 

 

 

 基本的人権が尊重される、差別のない、自由で平等

な社会の実現は、人類すべての悲願である。  

 すべての人間は、生まれながらにして自由であり、

かつ、尊厳と権利とについて平等である。  

 しかしながら、我が国において、部落差別をはじめ

として、女性、障害者、その他の社会的弱者への差別

が依然として存在しており、また、国際化、情報化及

び高齢化の進展に伴い、人権に関する様々な課題もみ

られるようになっている。  

 我々は、新しい世紀の到来を前に、あらためて人間

の尊厳を自覚し、差別を撤廃することが自由で平等な

地域社会建設の基礎であることを認識し、人権意識の

高揚と差別意識の解消のため、たゆまぬ努力を行うこ

とが必要である。  

 我々は、あらゆる差別が撤廃され、人権が尊重され

る自由で平等な奈良県の実現を誓い、ここにこの条例

を制定する。  

 

（目的）  

第１条 この条例は、人権の尊重について県及び県民

の責務を明らかにし、同和問題その他の人権に関す

る問題の解消を図り、もって人権が等しく尊重され

る社会の実現に寄与することを目的とする。  

（県の責務）  

第２条 県は、前条の目的を達成するため、国及び市

町村と協力しつつ、人権尊重に関する県民相互の理

解を深めるため、行政のあらゆる分野において教育

及び啓発に係る施策の実施に努めるものとする。  

（県民の責務）  

第３条 県民は、自ら人権意識の高揚を図り、相互に

人権を尊重するとともに、県が実施する前条の施策

に協力し、積極的に自己啓発に努めるものとする。  

 

附 則    

 この条例は、公布の日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

基本的人権が尊重される差別のない自由で平等な社

会の実現は、人類全ての悲願であり、障害の有無にか

かわらず、全ての人間は、生まれながらにして自由で

あり、かつ、尊厳と権利とについて平等である。また、

障害のある人もない人も、等しく基本的人権を享有す

る個人としてその尊厳が重んぜられる社会の実現は、

全ての人間の共通の願いである。 

しかしながら、今なお、障害のある人に対する障害

を理由とする不利益な取扱いが存在している。また、

奈良県あらゆる差別の撤廃及び人権の尊重に関

する条例 

            平成９年３月27日公布  

奈良県障害のある人もない人もともに暮らしや

すい社会づくり条例（抄）  

           平成27年３月25日公布  
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障害のある人の社会参加や自立を制限する物理的な障

壁、誤解や偏見といった意識上の障壁等様々な社会的

障壁も存在している。 

このような状況を踏まえ、我々は、障害及び障害の

ある人に関することを身近な課題と捉え、障害の有無

にかかわらず、誰もがともに学び生きるという意識を

育み、障害を理由とする差別的言動その他の権利利益

を侵害する行為をなくすとともに、全ての県民の障害

への理解を深めるための取組が必要である。 

ここに、我々は、障害のある人もない人も、ともに

安心して幸せに暮らすことができる奈良県づくりを目

指して、この条例を制定する。 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この条例は、障害を理由とする差別の解消、

障害のある人の権利擁護及び県民の理解（以下「障

害を理由とする差別の解消等」という。）の促進に

関する基本的な事項を定め、県の責務、県と市町村

との連携並びに県民及び事業者の役割を明らかにし、

障害を理由とする差別の解消等に関する施策を推進

することにより、全ての県民が、障害の有無にかか

わらず、相互に人格と個性を尊重し合いながら、安

心して幸せに暮らすことができる社会の実現に資す

ることを目的とする。 

（基本理念） 

第３条 全ての県民が、障害の有無にかかわらず、相

互に人格と個性を尊重し合いながら、安心して幸せ

に暮らすことができる社会の実現は、次に掲げる事

項を基本理念として行われなければならない。 

１ 全ての障害のある人は、基本的人権を享有する個

人としてその尊厳が重んじられ、その尊厳にふさわ

しい生活を保障される権利を有すること。 

２ 全ての障害のある人は、社会、経済、文化その他

あらゆる分野の活動に参加する機会が確保されるこ

と。 

３ 全ての障害のある人は、どこで誰と生活するかに

ついての選択の機会が確保され、地域社会において

他の人々とともに暮らすことを妨げられないこと。 

４ 全ての障害のある人は、言語（手話を含む。）そ

の他の意思疎通のための手段についての選択の機会

が確保されるとともに、情報の取得又は利用のため

の手段についての選択の機会の拡大が図られること。 

５ 障害のある人とない人が、ともに交流し、及び学

び合い理解を深める必要があること。 

（県の責務） 

第４条 県は、前条の基本理念にのっとり、障害を理

由とする差別の解消等に関する施策を総合的かつ計

画的に実施するものとする。 

（県民及び事業者の役割） 

第６条 県民及び事業者は、第３条の基本理念にのっ

とり、障害及び障害のある人に対する関心と理解を

深め、自己啓発に努めるとともに、県及び市町村が

実施する障害を理由とする差別の解消等の推進に協

力するよう努めるものとする。 

（不利益な取扱いの禁止） 

第８条 何人も、次に掲げる行為をしてはならない。 

５ 教育を行う場合において、障害のある人に対して、

次に掲げる取扱いをすること。 

ア 障害のある人の年齢及び能力かつ特性を踏まえ

た十分な教育が受けられるようにするために必要

と認められる適切な指導又は支援を講じないこと。 

イ 障害のある人及びその保護者（学校教育法（昭

和22年法律第26号）第16条に規定する保護者をい

う。以下同じ。）への意見聴取及び必要な説明、

情報提供を行わないで、又はこれらの者の意見を

十分に尊重せずに、障害のある人が就学すべき学

校（同法第１条に規定する小学校、中学校、中等

教育学校（前期課程に限る。）又は特別支援学校

（小学部及び中学部に限る。）をいう。）を決定

すること。 

（社会的障壁の除去のための合理的な配慮） 

第９条 何人も、障害のある人から現に社会的障壁の

除去を必要としている旨の意思の表明（障害のある

人の保護者、後見人その他の関係者が本人に代わっ

て行ったもの及びこれらの者が本人の補佐人として

行った補佐に係るものを含む。）があった場合にお

いて、その実施に伴う負担が過重でないときは、障

害のある人の権利利益を侵害することとならないよ

う、本人の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社

会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配

慮をしなければならない。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成27年10月１日から施行する。た

だし、第２章、第３章及び第７章の規定は、平成28

年４月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ 第11条第１項の規定による相談員の委嘱に関し必

要な行為は、この条例の施行前においても、同項の

規定の例により行うことができる。 

 

附 則（平成28年条例第71号） 

 この条例は、平成28年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

（目的） 

第１条 この条例は、現在もなお部落差別が存在する

とともに、情報化の進展に伴って部落差別に関する

状況の変化が生じていることを踏まえ、全ての国民

に基本的人権の享有を保障する日本国憲法及び部落

差別の解消の推進に関する法律（平成28年法律第

109 号）の理念にのっとり、部落差別は許されない

ものであるとの認識の下にこれを解消することが重

要な課題であることに鑑み、部落差別の解消に関し、

基本理念を定め、県の責務を明らかにし、及び施策

を推進するための基本的な計画の策定等について定

めることにより、部落差別の解消を推進し、もって

部落差別のない社会を実現することを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 部落差別の解消に関する施策は、全ての県民

が等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人

として尊重されるものであるとの理念にのっとり、

奈良県部落差別の解消の推進に関する条例  

            平成31年３月22日公布 
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部落差別を解消する必要性に対する県民一人一人の

理解を深めるよう努めることにより、全ての人を包

摂し、及び人に優しい社会の実現を基本理念として、

行わなければならない。 

（県の責務） 

第３条 県は、前条の基本理念にのっとり、部落差別

の解消に関し、国及び市町村との適切な役割分担を

踏まえて、国及び市町村と連携を図りつつ、部落差

別の解消に関する施策を講ずる責務を有する。 

（基本計画） 

第４条 知事は、部落差別の解消に関する施策を推進

するための基本的な計画（以下「基本計画」とい

う。）を策定するものとする。 

２ 前項に基づく基本計画は、次に掲げる事項につい

て定める。 

一 部落差別の解消に関する施策についての基本的

な方針 

二 部落差別の解消に関し、県が計画的に講ずべき

施策 

３ 知事は、基本計画を定めようとするときは、あら

かじめ、奈良県人権施策協議会の意見を聴かなけれ

ばならない。 

４ 知事は、基本計画を定めたときは、これを公表し

なければならない。 

５ 前二項の規定は、基本計画の変更について準用す

る。 

（調査の実施） 

第５条 県は、部落差別の解消に関する施策の実施及

び前条の基本計画策定のため、必要に応じて、部落

差別の実態に係る調査を行うものとする。 

２ 県は、前項の調査を実施するに当たっては、当該

調査により新たな差別が生じないよう留意しなけれ

ばならない。 

（相談体制の充実） 

第６条 県は、部落差別に関する相談に的確に応ずる

ための体制の充実を図るものとする。 

（教育及び啓発） 

第７条 県は、部落差別を解消するため、必要な教育

及び啓発を行うものとする。 

（推進体制の充実） 

第８条 県は、国及び市町村と連携し、部落差別の解

消に関する施策を推進する体制の充実に努めるもの

とする。 

（委任） 

第９条 この条例の施行に関して必要な事項は、知事

が別に定める。 
 
附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

【その他の資料】 

 

 

 

 

強調事項 17項目 

⑴ 女性の人権を守ろう 

⑵ 子どもの人権を守ろう 

⑶ 高齢者の人権を守ろう 

⑷ 障害を理由とする偏見や差別をなくそう 

⑸ 同和問題（部落差別）を解消しよう 

⑹ アイヌの人々に対する偏見や差別をなくそう 

⑺ 外国人の人権を尊重しよう 

⑻ ＨＩＶ感染者やハンセン病患者等に対する偏見や

差別をなくそう 

⑼ 刑を終えて出所した人に対する偏見や差別をなく

そう 

⑽ 犯罪被害者とその家族の人権に配慮しよう 

⑾ インターネットを悪用した人権侵害をなくそう 

⑿ 北朝鮮当局による人権侵害問題に対する認識を深

めよう 

⒀ ホームレスに対する偏見や差別をなくそう 

⒁ 性的指向を理由とする偏見や差別をなくそう 

⒂ 性自認を理由とする偏見や差別をなくそう 

⒃ 人身取引をなくそう 

⒄ 東日本大震災に起因する偏見や差別をなくそう 

 

趣  旨 

⑴ 女性の人権を守ろう 

   家庭や職場における男女差別、性犯罪等の女性

に対する暴力、配偶者・パートナーからの暴力、

職場におけるセクシュアル・ハラスメントや妊

娠・出産等を理由とする不利益取扱い（マタニ

ティ・ハラスメント）などの人権問題が発生して

います。女性と男性が相互の立場を尊重して協力

し合えるよう、この問題についての関心と理解を

深めていくことが必要です。 

⑵ 子どもの人権を守ろう 

   いじめや体罰に起因する自殺、児童虐待、児童

買春や児童ポルノなどの性的搾取といった人権問

題が発生しています。子どもが一人の人間として

最大限に尊重されるよう、この問題についての関

心と理解を深めていくことが必要です。 

⑶ 高齢者の人権を守ろう 

   高齢者に対する就職差別、介護施設等における

身体的・心理的虐待、高齢者の家族等による無断

の財産処分（経済的虐待）などの人権問題が発生

しています。高齢者が生き生きと暮らせる社会に

するため、この問題についての関心と理解を深め

ていくことが必要です。 

⑷ 障害を理由とする偏見や差別をなくそう 

   障害のある人が職場において差別待遇を受けた

り、車椅子での乗車、アパート・マンションへの

入居及び店舗でのサービス等を拒否されたりする

などの人権問題が発生しています。2020年東京オ

リンピック・パラリンピック競技大会の開催に向

け、障害の有無にかかわらず、誰もが相互に人格

と個性を尊重し支え合う「心のバリアフリー」の

推進によって、共生社会を実現するため、この問

法務省・人権擁護局  

平成31年度啓発活動強調事項  
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題についての関心と理解を深めていくことが必要

です。 

⑸ 同和問題（部落差別）を解消しよう 

   同和問題（部落差別）については、結婚におけ

る差別、差別発言、差別落書き等の人権問題が依

然として存在しています。このような状況の中で、

平成28年12月には「部落差別の解消の推進に関す

る法律」が施行されました。啓発によって新たな

差別を生むことがないように留意しつつ、それが

真に問題の解消に資するものとなるよう、内容や

手法等に配慮し、この問題についての理解を深め

ていくことが必要です。 

     また、同和問題（部落差別）の解消を阻む大き

な要因となっているものに、いわゆるえせ同和行

為があり、このえせ同和行為を排除するための取

組を行っていくことが必要です。 

⑹ アイヌの人々に対する偏見や差別をなくそう 

   アイヌの人々に対する偏見や理解不足から、就

職や結婚などにおける差別等の人権問題が依然と

して存在しています。先住民族であるアイヌの

人々の歴史、文化、伝統及び現状に関する認識と

理解を深めていくことが必要です。 

⑺ 外国人の人権を尊重しよう 

   外国人であることを理由とする不当な就職上の

取扱い、アパートやマンションへの入居拒否など

の人権問題が発生しています。また、特定の民族

や国籍の人々を排斥する差別的言動がヘイトス

ピーチであるとして社会的な関心を集める中、平

成28年６月には「本邦外出身者に対する不当な差

別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律」

が施行されました。 

   2020年東京オリンピック・パラリンピック競技

大会の開催に向け、また、今後、外国人材の受入

れ拡大を受け、在留外国人の増加が見込まれる中

で、外国人と接する機会はますます増加すること

が予想されます。共生社会を実現するため、文化

等の多様性を認め、言語、宗教、生活習慣等の違

いを正しく理解し、これらを尊重することが重要

であるとの認識を深めていくことが必要です。 

⑻ ＨＩＶ感染者やハンセン病患者等に対する偏見や

差別をなくそう 

   エイズ、ハンセン病等の感染症に対する知識や

理解の不足から、日常生活、職場、医療現場など

社会生活の様々な場面で差別やプライバシー侵害

などの人権問題が発生しています。感染症に対す

る正しい知識と理解を深めていくことが必要です。 

⑼ 刑を終えて出所した人に対する偏見や差別をなく

そう 

  刑を終えて出所した人やその家族に対する根強

い偏見によって、就職差別や住居の確保が困難で

あることなどの人権問題が発生しています。刑を

終えて出所した人が更生するためには、本人の強

い更生意欲と共に、周囲の人々の理解と協力によ

り円滑な社会復帰を実現することが重要であり、

この問題についての関心と理解を深めていくこと

が必要です。 

⑽ 犯罪被害者とその家族の人権に配慮しよう 

   犯罪被害者とその家族が、興味本位のうわさや

心ない中傷などによって名誉を傷つけられたり、

私生活の平穏が脅かされたりするなどの人権問題

が発生しています。犯罪被害者とその家族の立場

を考え、この問題についての関心と理解を深めて

いくことが必要です。 

⑾ インターネットを悪用した人権侵害をなくそう 

   インターネット上に、個人の名誉やプライバ

シーを侵害する書き込みがされたり、差別を助長

する表現が掲載されたりすることがあり、特に近

時は、ネットいじめや、いわゆるリベンジポルノ

と呼ばれる画像の流出・拡散が問題となっていま

す。 

     スマートフォンや携帯電話の普及ともあいまっ

て、インターネットの匿名性、情報発信の容易さ

を悪用した人権問題が、特に青少年を中心に発生

しています。個人の名誉やプライバシー、イン

ターネットを利用する際のルールやマナーに関す

る正しい理解を深めていくことが必要です。 

⑿ 北朝鮮当局による人権侵害問題に対する認識を深

めよう 

   「拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵害問

題への対処に関する法律」により、我が国の喫緊

の国民的課題である拉致問題の解決を始めとする

北朝鮮当局による人権侵害問題への対処が、国際

社会を挙げて取り組むべき課題とされています。

この問題についての関心と認識を深めていくこと

が必要です。 

⒀ ホームレスに対する偏見や差別をなくそう 

   ホームレスの自立を図るための様々な取組が行

われている一方、ホームレスに対する嫌がらせや

暴行事件等の人権問題も発生しています。この問

題についての関心と理解を深めていくことが必要

です。 

⒁ 性的指向を理由とする偏見や差別をなくそう 

   同性愛や両性愛といった性的指向に関する偏見

から、場合によっては職場を追われるなど、社会

生活の様々な場面で人権問題が発生しています。

この問題についての関心と理解を深めていくこと

が必要です。 

⒂ 性自認を理由とする偏見や差別をなくそう 

   性自認に関する偏見から、からだの性とこころ

の性が一致していない人が、周囲の心ない好奇の

目にさらされたり、職場などで不適切な取扱いを

受けたりするなど、社会生活の様々な場面で人権

問題が発生しています。  この問題についての関

心と理解を深めていくことが必要です。 

⒃ 人身取引をなくそう 

   性的搾取、強制労働等を目的とした人身取引

（トラフィッキング）は、重大な犯罪であるとと

もに、基本的人権を侵害する深刻な問題です。こ

の問題についての関心と理解を深めていくことが

必要です。 

⒄ 東日本大震災に起因する偏見や差別をなくそう 

   福島第一原子力発電所事故の影響による避難生

活の長期化に伴うトラブルや、被災地からの避難

者に対するいじめなど、東日本大震災に起因する

人権問題が発生しています。一人一人が震災の記

憶を風化させることなく、正しい知識と思いやり

の心を持ち、問題を解決していくとともに、新た

な人権問題の発生を防止していくことが必要です。 


